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概要 

魚種の特徴 

〔分類・形態〕 

 タラ目タラ科に属し、学名は Gadus chalcogrammus。体は細長く眼と口は大きい。下顎が上

顎より前に出ていること、下顎のひげはないか極めて小さいことが、同じタラ科魚類のマダ

ラ、コマイとの大きな違いである。成魚では、雄の腹鰭が雌より長くなることで、雌雄を判

別できる。体の背側は灰褐色、腹側は銀白色で、体側にはっきりした黒褐色斑がある(志田 

2003)。 

〔分布〕 

 朝鮮半島東岸から北米カリフォルニア南部に至る北太平洋やそれに隣接する日本海、オホ

ーツク海、ベーリング海の大陸棚とその斜面水域に広く分布する(志田 2003)。本資源のスケ

トウダラは、産卵のため冬季に根室海峡に来遊し、産卵期以外の時期は主にオホーツク海南

西部に分布すると推測されている。 

〔生態〕 

 本資源の寿命については明らかとなっていないが、漁獲物から 19 歳の個体が確認されてい

る。成熟開始年齢は 3 歳で、大部分が 5 歳で成熟する(Yoshida 1988)。産卵場は根室海峡であ

り、産卵期以外の時期は主にオホーツク海南西部に分布すると推測されている(辻 1979)。主

要な餌料は、オキアミ類、カイアシ類をはじめとする浮遊性小型甲殻類である。冬季には魚

卵及び魚類を捕食している個体の割合が高くなる。 

〔漁業〕 

 本資源は、主に根室海峡の羅臼地区における刺網漁業(以下、刺網)やはえ縄等の漁業によっ

て漁獲されている(田中ほか 2017)。操業期間は、はえ縄が 11 月～翌年 1 月、スケトウダラ固

定式刺網の専業船が 1～3 月、その他刺網が 4～12 月である。刺網(専業船)では、2002 年漁期

から複数の経営体がグループを作り操業を行うブロック操業が本格的に導入されている。隣

接する海域ではロシアの大型トロール船による操業が行われている(田中ほか 2017)。 

 

資源の状態 

 本資源は産卵期以外は主に根室海峡以外に分布することから、産卵生態以外の知見は限ら

れている。定期的な漁獲量・努力量データの収集、漁獲実態のモニタリングは毎年行われて

いる。漁業データに基づき資源評価が毎年実施され、資源評価については複数の外部有識者
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によるチェックを受けることで客観性を担保している。本資源では刺網（専業船）の CPUE を

資源量指標値として資源水準の判断に用いた。2021 年漁期の資源量指標値は維持または回復

させるべき目標を上回り、直近 5 年間（2017～2021 年漁期）の動向は増加傾向である。隣接す

る北方四島やロシア水域に跨って分布し、我が国単独の管理では資源量の維持や回復等の成

否は判断できないことから ABC の算定は行われていない。本資源の資源管理基本方針では、

我が国の漁船による漁獲の状況を踏まえてその操業水域に分布する資源の最適利用を図ると

され、水産政策審議会での諮問を経て TAC の設定が行われる。 

 

引用文献 
辻 敏 (1979) 北海道周辺の系統群．ベーリング海及びカムチャッカ半島周辺海域のスケト

ウダラ資源の系統群の解明に関する研究成果報告書，農林水産技術会議事務局，139-150. 

Yoshida, H. (1988) Walleye pollock fishery and fisheries management in the Nemuro strait, Sea of 
Okhotsk, Hokkaido. Proc. int. symp. biol. mgmt. walleye pollock, 59-77. 
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1．資源の状態 

概要 
対象種の資源生物研究・モニタリング(1.1) 

 本資源は産卵期以外は主に根室海峡以外に分布することから、産卵生態以外の知見は限ら

れている(1.1.1 2.7 点)。定期的な漁獲量・努力量データの収集、漁獲実態のモニタリングは

毎年行われている(1.1.2 3.8 点)。定期的に収集される漁業データに基づき資源評価が毎年実

施されている(1.1.3.1 3 点)。資源評価の内容は複数の外部有識者の助言や関係する道県の水

産試験研究機関の意見を受けて精緻化されている(1.1.3.2 4 点)。 

資源の水準・動向(1.2) 

 本資源では刺網（専業船）の CPUE を資源量指標値として資源水準の判断に用いた。2021

年漁期の資源量指標値は維持または回復させるべき目標を上回った。直近 5 年（2017～2021 年

漁期）の動向は増加傾向である（1.2.1 2 点）。 

漁業の影響(1.3) 

 本資源は跨り資源であり我が国単独では資源量の把握はできず資源量の維持や回復等の成

否は判断できない (1.3.1 1 点)。資源枯渇のリスクは低いと判断された(1.3.2 4 点)。本資源

の資源管理基本方針では、我が国の漁船による漁獲の状況を踏まえて、その操業水域に分布

する資源の最適利用を図るとされ、水産政策審議会での諮問を経て TAC の設定が行われる

(1.3.3 2.6 点)。 

 

評価範囲 
①  評価対象魚種の漁業と海域 

 2022 年度の本資源の資源評価（千葉ほか 2023）によれば、2021 年漁期における根室海峡

のスケトウダラの漁獲量は 8.2 千トンであった。漁獲量のすべてが刺網やはえ縄等の沿岸漁

業によるものである。対象海域は本資源の分布域である根室海峡である。 

② 評価対象魚種の漁獲統計資料の収集 

 漁獲統計は農林水産省により毎年集計され漁業養殖業生産統計年報として公表されている。

このほか、北海道沖合底曳網漁業漁場別漁獲統計及び北海道水産現勢において漁獲統計が収

集されている。 

②  評価対象魚種の資源評価資料の収集 

 水産庁の水産資源調査・評価推進委託事業の一環として、水産研究・教育機構(以下、水産
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機構)が都道府県の水産試験研究機関等と共同して実施した調査結果をもとに資源評価が実

施され、その結果の報告は「魚種別資源評価」として公表されている。 

④ 評価対象魚種を対象とする調査モニタリング活動に関する資料の収集 

 評価対象魚種について行われている、モニタリング調査に関する論文・報告書を収集する。 

⑤ 評価対象魚種の生理生態に関する情報の集約 

 評価対象魚種について行われている、生理生態研究に関する論文・報告書を収集する。 
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1.1 対象種の資源生物研究・モニタリング・評価手法 

1.1.1 生物学的情報の把握 

 資源の管理や調査を実行するためには生活史や生態など、対象魚種の生物に関する基本的

情報が不可欠である(田中 1998)。対象魚種の資源状況を 1.2 以降で評価するために必要な、

生理・生態情報が十分蓄積されているかどうかを、1.1.1.1～1.1.1.4 の 4 項目について評価す

る。評価対象となる情報は、①分布と回遊、②年齢・成長・寿命、③成熟と産卵の各項目とす

る。種苗放流を実施している魚種については、④種苗放流に必要な基礎情報も対象とする。

個別に採点した結果を単純平均して総合得点を算出する。 

1.1.1.1 分布と回遊 

 本資源は、産卵のため冬季に根室海峡へ来遊する群れが主体である。標識放流調査の結果

等から、産卵期以外の時期にはほかの評価群のスケトウダラとともに主にオホーツク海南西

部に分布すると推測されている(辻 1979)。しかし、産卵期以外の情報が少なく、未解明の部

分が多い。以上より 2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用でき

る情報は

ない 

生活史の一部のス

テージにおいて、

把握され、十分で

はないが、いくつ

かの情報が利用で

きる 

生活史のほぼ全

てのステージに

おいて把握さ

れ、資源評価に

必要な最低限の

情報がある 

生活史の一部のス

テージにおいて、

環境要因による変

化なども含め詳細

に把握され、精度

の高い情報が利用

できる 

生活史のほぼ全て

のステージにおい

て、環境要因など

による変化も詳細

に含め把握され、

精度の高い十分な

情報が利用できる 

 

1.1.1.2 年齢・成長・寿命 

 漁獲物の体長及び体重は、3 歳で 39cm、489g、5 歳で 42cm、652g、7 歳で 47cm、876g で

ある(北海道水産林務部水産局漁業管理課・北海道立総合研究機構水産研究本部 2016)。寿命

については明らかとなっていないが、漁獲物から 19 歳の個体が確認されている。以上より 3

点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる

情報はない 

対象海域以外な

ど十分ではない

が、いくつかの

情報が利用でき

る 

対象海域において

ある程度把握さ

れ、資源評価に必

要な最低限の情報

が利用できる 

対象海域にお

いてほぼ把握

され、精度の

高い情報が利

用できる 

対象海域において環

境要因などの影響も

含め詳細に把握さ

れ、精度の高い十分

な情報が利用できる 

 

1.1.1.3 成熟と産卵 

 成熟開始年齢は 3 歳で、大部分が 5 歳で成熟する(Yoshida 1988)。産卵期は 1～4 月で、盛期
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は 2 月中旬～3 月上旬である(佐々木 1984)。産卵親魚は水深約 100～500m(水温 0～5℃)の中

層から底層に分布し、混合水(宗谷暖流の変質水)が主たる分布水塊であることが確認されて

いる(志田 2014)が、隣接する北方四島側にも広がる産卵場の状況は十分に把握されていない。

以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情

報はない 

対象海域以外な

ど十分ではない

が、いくつかの

情報が利用でき

る 

対象海域において

ある程度把握さ

れ、資源評価に必

要な最低限の情報

が利用できる 

対象海域にお

いてほぼ把握

され、精度の

高い情報が利

用できる 

対象海域において環

境要因などの影響も

含め詳細に把握さ

れ、精度の高い十分

な情報が利用できる 

 

1.1.1.4 種苗放流に必要な基礎情報 

 本種については大規模な種苗放流は行われていないため、本項目は評価しない。 

1点 2点 3点 4点 5点 

把握され

ていない 

データはあ

るが分析さ

れていない 

適正放流数、放流適

地、放流サイズ等の利

用できる情報があり分

析が進められている 

適正放流数、放

流適地、放流サ

イズは経験的に

把握されている 

適正放流数、放流適

地、放流サイズは調

査・研究によって把

握されている 

 

1.1.2 モニタリングの実施体制 

 資源生物学的情報を収集するためのモニタリング調査によって、対象魚種の把握並びに資

源管理の実施に必要な多数の有益な情報を得ることができる。モニタリング体制としての項

目並びに期間について、1.1.2.1～1.1.2.6 の 6 項目において資源評価の実施に必要な情報が整

備されているかを評価する。評価対象となる情報は、①科学的調査、②漁獲量の把握、③漁

獲実態調査、④水揚物の生物調査、である。種苗放流を実施している魚種については、⑤種

苗放流実績の把握、⑥天然魚と人工種苗の識別状況、についても対象とする。個別に採点し

た結果を単純平均して総合得点を算出する。ここでいう期間の長短とは、動向判断に必要な

5 年間または、3 世代時間(IUCN 2019)を目安とする。 

1.1.2.1 科学的調査 

 漁業者が主体となった産卵場のモニタリング調査や、漁法別漁獲物測定調査が行われてい

る。以上より 2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報

はない 

資源評価に必要

な短期間のいく

つかの情報が利

用できる 

資源評価に必要

な短期間の十分

な情報が利用で

きる 

資源評価に必要

な長期間のいく

つかの情報が利

用できる 

資源評価に必要

な長期間の十分

な情報が利用で

きる 
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1.1.2.2 漁獲量の把握 

 漁期年(4 月～翌年 3 月)で集計した本資源の漁獲量は、図 1.1.2.2 に示したように 1989 年漁

期の 11.1 万トンを最高に、その後急激に減少した。2000 年漁期に 1 万トンを下回った後、

2011 年漁期まで緩やかに増加したが、その後再び減少し 2021 年漁期は 8.2 千トンであった

(千葉ほか 2023）。以上より 5 点を配点する。 

 
図1.1.2.2 漁業種類別漁獲量の推移 

 
1点 2点 3点 4点 5点 

漁獲量は

不明であ

る 

一部の漁獲量

が短期間把握

できている 

一部の漁獲量が長期間把握で

きているが、総漁獲量につい

ては把握できていない 

総漁獲量が短

期間把握でき

ている 

総漁獲量が長

期間把握でき

ている 

 

1.1.2.3 漁獲実態調査 

 刺網(専業船)の努力量は、図 1.1.2.3 に示したように 2002 年漁期までに大きく減少し、その

後は 1 千～2 千隻日でほぼ横ばいである。2021 年漁期の努力量は 1.7 千隻日であった(千葉ほ

か 2023)。以上より 4 点を配点する。 
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図1.1.2.3 刺網(専業船)全体の漁獲努力量の推移（千葉ほか（2023）より転載） 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる

情報はない 

分布域の一部につ

いて短期間の情報

が利用できる 

分布域の全体を把

握できる短期間の

情報が利用できる 

分布域の一部につ

いて長期間の情報

が利用できる 

分布域の全体を把

握できる長期間の

情報が利用できる 

 

1.1.2.4 水揚物の生物調査 

 対象海域の主要な市場で体長・体重・年齢・成熟データ等の収集のための調査が北海道等

により実施されている(千葉ほか 2023)が、隣接水域で操業するロシア漁船による漁獲物の情

報は得られていない。以上により 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用でき

る情報は

ない 

分布域の一部につ

いて短期間の情報

が利用できる 

分布域の全体を把

握できる短期間の

情報が利用できる 

分布域の一部につ

いて長期間の情報

が利用できる 

分布域の全体を把

握できる長期間の

情報が利用できる 

 

1.1.2.5 種苗放流実績の把握 

 本種については大規模な種苗放流は行われていないため、本項目は評価しない。 

1点 2点 3点 4点 5点 

放流実績

等の記録

はほとん

どない 

. 一部の項目、地

域、時期について

は、放流実績等が

記録されていない

親魚の由来、親魚数、

放流数、放流サイズ、

放流場所の大部分は継

続的に記録されている 

対象資源について、親魚の由

来、親魚数、放流数、放流サ

イズ、放流場所が全て把握さ

れ継続的に記録されている 

 

1.1.2.6 天然魚と人工種苗の識別状況 

 本種については大規模な種苗放流は行われていないため、本項目は評価しない。 



 

 

9

1点 2点 3点 4点 5点 

天然魚と放流魚

の識別が出来な

い状態である 

. 標識等により人工

種苗と天然種苗の

識別が可能である 

. 標識等により人工種苗の

放流履歴(年、場所等)ま

で把握可能である 

 

1.1.3 資源評価の方法と評価の客観性 

 資源評価は、漁業が与える影響により漁獲生物資源がどのように変化したかを把握し、ま

た、将来の動向を予測するため、漁獲統計資料や各種の調査情報を収集解析することであり、

資源(漁業)管理のための情報として非常に重要である(松宮 1996)。資源評価方法、資源評価結

果の客観性を 1.1.3.1、1.1.3.2 の 2 項目で評価する。 

1.1.3.1 資源評価の方法 

 日本漁船による漁獲量や CPUE、漁獲物の年齢組成が情報として得られているが、ロシア

漁船の操業や漁獲物については断片的な情報しか得られていない。そのため、既存の情報か

らは資源量の算定が困難であり、F 値、漁獲割合、資源量計算に基づく将来漁獲量の算定とい

った定量的な評価を行うことができない。そこで、日本漁船による漁獲量や CPUE、漁獲物組

成等を基に資源状態を推測した。なお、刺網(専業船)の CPUE を資源の水準・動向を判断する

指標値として用いた(千葉ほか 2023)。以上より評価手法②により判定し 3 点を配点する。 

評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① . . . 単純な現存量推

定の経年変化に

より評価 

努力量情報を加える

など詳細に解析した

現存量推定の経年変

化により評価 

② . . 単純なCPUEの

経年変化によ

り評価 

標準化を行うな

ど詳細に解析し

たCPUEの経年変

化により評価 

. 

③ . 一部の水揚げ地の

漁獲量経年変化の

みから評価また

は、限定的な情報

に基づく評価 

漁獲量全体の経

年変化から評価

または、限定的

な情報に基づく

評価 

. . 

④ . . . 分布域の一部で

の調査に基づき

資源評価が実施

されている 

分布域全体での調査

に基づき資源評価が

実施されている 

⑤ 資源評価無 . . . . 

 

1.1.3.2 資源評価の客観性 

 水産庁の水産資源調査・評価推進委託事業の参画機関である水産機構及び都道府県の水産
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試験研究機関等は、解析結果とデータを資源評価会議前に共有している。資源評価報告書は、

資源評価会議で最終化された後年度末までに Web 公開している。報告書作成過程では、複数

の外部有識者による助言協力を仰ぎ、有識者及び参画機関の意見に基づく修正が資源評価会

議でなされる。資源評価手法並びに結果については外部査読が行われているが検討の場が完全

な公開ではないため 4 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

データや検討の場が

非公開であり、報告

書等の査読も行われ

ていない 

. データや検討の場が条件付

き公開であり、資源評価手

法並びに結果については内

部査読が行われている 

. データや検討の場が公開

されており、資源評価手

法並びに結果については

外部査読が行われている 

1.1.4 種苗放流効果 

 本種については大規模な種苗放流は行われていないため、本項目は評価しない。 

 

1.2 対象種の資源水準と資源動向 

1.2.1 対象種の資源水準と資源動向 

 本資源については刺網(専業船)の CPUE(延べ出漁隻数当たり漁獲量)を資源量指標値として

資源状態を評価している(千葉ほか 2023)。1981～2019 年漁期の資源量指標値の中で 2021 年

漁期の値は 2.05 トン/隻日であった(図 1.2.1）。令和 2 年 11 月に開催された「資源管理方針に関

する検討会」で取り纏められ、水産政策審議会を経て確定した本資源の資源管理基本方針では、

この資源量指標値の 1981～2019 年漁期の過去最低値（0.71 トン/隻日）が維持または回復させる

べき目標とされた。なお、資源量指標値の直近 5 年間(2017～2021 年漁期)の動向は増加である

（千葉ほか 2023）。以上より手法は②に相当するとみなし、資源水準は維持または回復させる

べき目標を上回り増加傾向であることから 1 点と 3 点の中間の 2 点を配点する。 

 

 
図1.2.1 資源量指標値の推移（千葉ほか（2023）より転載） 
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評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① 限界管理基準値

以下 

目標管理基準値

～限界管理基準

値・減少 

目標管理基準値

～限界管理基準

値・横ばい 

目標管理基準値

～限界管理基準

値・増加 

目標管理基準値

以上 

② 低位・減少 

低位・横ばい 

判定不能、不明 

低位・増加 

中位・減少 

中位・横ばい 高位・減少 

中位・増加 

高位・増加 

高位・横ばい 

 

1.3 対象種に対する漁業の影響評価 

1.3.1 現状の漁獲圧が対象資源の持続的生産に及ぼす影響 

 本資源は隣接する北方四島やロシア水域に跨って分布し、我が国単独の管理では資源量の

維持や回復等の成否は判断できないことから ABC の算定は行われていない。日本漁業のみに

よる管理効果は限定的と想定されるため、評価手法⑤により配点し、1 点を配点する。 

評価

手法 
1点 2点 3点 4点 5点 

① SBcur ≦ SBtarget 
Fcur ＞ Fmsy 

. SBcur ＞ SBtarget 
Fcur ＞ Fmsy または 
SBcur ≦ SBtarget 
Fcur ≦ Fmsy 

. SBcur ＞ SBtarget 
Fcur ≦ Fmsy 

② Bcur ≦ Blimit 
Fcur ＞ Flimit 

. Bcur ＞ Blimit 
Fcur ＞ Flimit または 
Bcur ≦ Blimit 
Fcur ≦ Flimit 

. Bcur ＞ Blimit 
Fcur ≦ Flimit 

③ Ccur ＞ ABC . . Ccur ≦ ABC . 

④ 漁業の影響が大きい . 漁業の影響が小さい . . 

⑤ 不明、判定不能 . . . . 

 

1.3.2 現状漁獲圧での資源枯渇リスク 

 本種については、現状漁獲圧での資源枯渇リスクを評価していないが、日本海北部系群と

太平洋系群に関する希少性評価結果によれば、3 世代時間(22 年)以内の絶滅確率は 1.85×10-113

である(水産庁 2017)。現状の漁獲圧において資源が枯渇するリスクは極めて低いと考えられ

る。評価手法 3 により判定し、4 点を配点する。 

評価

手法 

1点 2点 3点 4点 5点 

① 資源枯渇リスク

が高いと判断さ

れる 

. 資源枯渇リスク

が中程度と判断

される 

. 資源枯渇リスク

がほとんど無い

と判断される 
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②③ 資源枯渇リスク

が高いと判断さ

れる 

資源枯渇リスク

が中程度と判断

される 

. 資源枯渇リスク

が低いと判断さ

れる 

. 

④ 判定していない . . . . 

 

1.3.3 資源評価結果の漁業管理への反映 

 資源評価は、それ自体が最終的な目的ではなく、資源管理、漁業管理のための情報を増大

させる一環として位置づけられる(松宮 1996)。漁業管理方策策定における資源評価結果の反

映状況を、規則と手続きの視点から評価する。 

1.3.3.1 漁業管理方策の有無 

 本資源は日本水域とロシア水域に跨って分布するため日本水域における情報のみで資源の

目標水準や限界水準を設定することは困難であるが、本資源の資源管理基本方針では、我が

国の漁船による漁獲の状況を踏まえて、その操業水域に分布する資源の最適利用を図ること

が漁獲シナリオとして定められている（千葉ほか 2023）。以上より 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁獲制御

規則はな

い 

漁獲制御規則がある

が、漁業管理には反

映されていない 

. 漁獲制御規則が

あり、その一部

は漁業管理に反

映されている 

漁獲制御規則があり、漁業管理

に十分反映されている。若しく

は資源状態が良好なため管理方

策は管理に反映されていない 

 

1.3.3.2 予防的措置の有無 

 我が国の資源管理のための漁獲管理規則(harvest control rule)では、管理基準設定に際し不確

実性を考慮した管理基準が設定されているが、本資源は跨り資源のため資源評価、管理基準

設定が行われていないため 1 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

予防的措置

が考慮され

ていない 

予防的措置は考慮され

ているが、漁業管理に

は反映されていない 

. 予防的措置は考慮され

ており、その一部は漁

業管理に十反映されて

いる 

予防的措置が考慮され

ており、漁業管理に十

分反映されている 

 

1.3.3.3 環境変化が及ぼす影響の考慮 

 本海域のスケトウダラは生態的に不明な点が多い。本海域への来遊水準も水温や流氷など、

さまざまな環境の影響を受けていると考えられるが詳細は不明である。以上より 2 点を配点

する。 

1点 2点 3点 4点 5点 
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環境変化の影

響について

は、調べられ

ていない 

環境変化の影響が

存在すると思われ

るが、情報は得ら

れていない 

環境変化の影響

が把握されてい

るが、現在は考

慮されていない 

環境変化の影響

が把握され、一

応考慮されてい

る 

環境変化の影響

が把握され、十

分に考慮されて

いる 

 

1.3.3.4 漁業管理方策の策定 

 水産政策審議会資源管理分科会において有識者や利害関係者から構成される委員を含めた

検討が行われている(水産庁 2022)。日本側の漁獲は北海道羅臼周辺地区の沿岸漁業に限られ

ており、北海道海面漁業調整規則に基づく許可制度等の規制措置に加え、知床地区の世界自

然遺産への登録に関連して制定された「多利用型統合的海域管理計画」の中でも言及されて

いる地元漁業協同組合を中心とした漁具規制や出漁隻数の制限、禁漁区の設定といった努力

量抑制等の自主的管理措置の導入が図られている(千葉ほか 2023)。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

外部専門家や利害関係者の意

見は全く取り入れられていな

い、または、資源評価結果は

漁業管理へ反映されていない 

. 内部関係者の検

討により、策定

されている 

外部専門家を

含めた検討の

場がある 

外部専門家や利

害関係者を含め

た検討の場が機

能している 

 

1.3.3.5 漁業管理方策への遊漁、外国漁船、IUU 漁業などの考慮 

 本資源は日本とロシアにより漁獲されているが、詳細な漁獲情報がないため、ロシアの漁

獲を加味した資源解析は行われていない。遊漁による漁獲は非常に少なく、IUU 漁業による

漁獲も把握されていないが、ほとんど存在しないと考えられる。以上より 1 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

遊漁、外

国漁船、

IUUなど

の漁獲の

影響は考

慮されて

いない 

遊漁、外国漁

船、IUU漁業に

よる漁獲を考慮

した漁業管理方

策の提案に向け

た努力がなされ

ている 

遊漁、外国漁船、

IUU漁業による漁獲

を考慮する必要が

あり、一部に考慮

した漁業管理方策

の提案がなされて

いる 

遊漁、外国漁船、

IUU漁業による漁獲

を殆ど考慮する必要

がないか、もしくは

十分に考慮した漁業

管理方策の提案がな

されている 

遊漁、外国漁船、

IUU漁業による漁

獲を考慮する必要

がないか、もしく

は完全に考慮した

漁業管理方策の提

案がなされている 
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2．海洋環境と生態系への配慮 

概要 
生態系情報・モニタリング(2.1) 

根室海峡においてスケトウダラを漁獲する漁業の生態系への影響の検討に利用可能な情報

は限定的であるが、隣接する他海域のスケトウダラの生態・資源・漁業等の情報で本海域に

適用可能なものも少なくない(2.1.1 3 点)。根室海峡の海洋環境については、水産研究・教

育機構(以下、水産機構)等で調査の実績はあるが定期的には実施されていない(2.1.2 3 点)。

漁業種類別・魚種別漁獲量については把握されているが、混獲非利用種や希少種について漁

業から情報収集できる体制は整っていない(2.1.3 3 点)。 

同時漁獲種(2.2) 

評価対象種を漁獲する漁業による他魚種への影響については、刺網漁業(以下、刺網)の混

獲利用種としてマダラ、マガレイ、ヒレグロ、ソウハチ、クロガシラガレイが考えられた

が、そのうちマガレイ、ヒレグロは漁獲量が減少傾向であった(2.2.1 3 点)。混獲非利用種

については、刺網では無視しうると考えた(2.2.2 5 点)。希少種については、アカウミガ

メ、エトピリカ、ウミガラス、ウミスズメ、ヒメウ、ヒメクロウミツバメ、カンムリウミス

ズメ、コアホウドリ、アホウドリ、ラッコ、トド、ゼニガタアザラシの分布が重複し、コア

ホウドリ、アホウドリ、ラッコ、トドに中程度の懸念が認められたが、全体としては低かっ

た(2.2.3 4 点)。 

生態系・環境(2.3) 

食物網を通じたスケトウダラ漁獲の間接影響について、スケトウダラの捕食者としてマダ

ラ、イシイルカ、キタオットセイ、ミンククジラ、トドについて CA 評価を行った結果、資源

状態が懸念されるものはなく、さらにいずれも日和見食性とされておりスケトウダラの資源

変動が捕食者に対し深刻な間接影響を与えている可能性は低いと考えられた(2.3.1.1 4点)。

北海道周辺ではスケトウダラの餌生物には海域差があるものの、ツノナシオキアミはすべて

の海域で共通する主要な餌生物である。そのためツノナシオキアミを対象に PSA 評価を行っ

たが、その生産性が高いこと、及び当該海域では漁獲の対象ではないことからリスクは低い

と考えられた(2.3.1.2 4 点)。根室海峡においてスケトウダラと餌生物が共通する部分があ

りそうなマガレイ・ヒレグロ等のかれい類を競争者と考えたが、これら２種は漁獲量に減少

傾向がみられる(2.3.1.3 3 点)。 

 漁業による生態系全体への影響については、2014 年以降、総漁獲量及び漁獲物平均栄養段

階の低下が認められるが主漁場が評価対象海区外である近年のサンマ不漁によるところが大

きく、刺網が要因とは考えにくいため、生態系全体に及ぼす影響は小さいと推定された(2.3.2 
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5 点)。海底環境への影響については、刺網は海底をひきまわす漁具でないため影響はごく軽

微であると判断した(2.3.4 5 点)。水質環境への負荷は低いと判断される(2.3.5 5 点)。大気

環境への影響については、漁船からの排出量は中程度であると判断した(2.3.6 3 点)。 

 

評価範囲 
① 評価対象漁業の特定 

2019 年漁期の根室海峡におけるスケトウダラ漁獲量は 4,330 トンで、そのうち羅臼の刺網

が 3,639 トン(84％)を占める(石野ほか 2020a)。したがって評価対象漁業は刺網とする。 

② 評価対象海域の特定 

根室海峡は農林統計上の海区区分では北海道太平洋北区に属するが、評価単位に合わせて

根室海峡とする。行政上の区画と対象海域の関係として、スケトウダラの資源評価では根室

振興局管内のうち別海町、標津町、羅臼町での漁獲を根室海峡のものとしている(石野ほか 

2020a)。 

③ 評価対象漁業と生態系に関する情報の集約と記述 

1) 漁具，漁法 

主に、スケトウダラ刺網、その他の刺網等で漁獲。羅臼のスケトウダラ刺網の場合、目

合いは 97mm、一反 37.5ｍで 28 反×2 放し(北海道立総合研究機構 2013)。 

2) 船サイズ，操業隻数，総努力量 

船サイズ：羅臼では 3～20 トン、隻数：不明、総努力量：不明 

2017 年漁期におけるスケトウダラ刺網の操業隻数は約 60 隻、努力量(延べ出漁隻数は約

2,000 隻日。その他刺網の努力量は約 7,000 隻日。 

3) 主要魚種の年間漁獲量 

当該海域に対応する根室振興局の別海町、標津町、羅臼町の 2018 年の魚種別漁獲量(北海

道水産林務部 2020)で上位に来る種を挙げると下表の通りである。 

魚種名 漁獲量(トン) 率(％) 

ホタテガイ 29,349 47.5 

さけ類 9,403 15.2 

スケトウダラ 4,706 7.6 

マダラ 4,691 7.6 

かれい類 2,303 3.7 

ホッケ 1,120 1.8 

総計 61,821  
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4) 操業範囲：大海区，水深範囲 

根室海峡 

5) 操業の時空間分布 

  主漁場は羅臼町沿岸、漁期は周年 

6) 同時漁獲種 

評価対象漁業は刺網であるが、根室海峡海域(別海町～羅臼町)での漁法別魚種別漁獲量は

入手できなかったため、2018 年の根室市も含む根室振興局での「その他刺し網」の魚種別漁

獲量(農林水産統計(市町村別結果からの積算集計))を示す。 

魚種名 漁獲量(トン) 率(％) 

マダラ 8,278 37.4 

スケトウダラ 6,112 27.6 

かれい類 3,503 15.8 

ホッケ 865 3.9 

たこ類 394 1.8 

総計 22,153  

 

かれい類については別海町～羅臼町の漁獲量(北海道水産林務部 2020)の合計からクロガシ

ラガレイ、ソウハチ、ヒレグロ、マガレイとした。2007～2018 年の平均漁獲量は上から順に

クロガシラガレイ(550 トン)、ソウハチ(313 トン)、ヒレグロ(171 トン)、マガレイ(168 トン)で

あり、ほかはクロガシラガレイの 30％以下である。 

混獲非利用種 

主漁期が 1～3 月とされるスケトウダラ刺網(漁場水深 120～750ｍ)でのスケトウダラ以外

の混獲魚はマダラ、キチジ等とされる(北海道立総合研究機構 2013)。ただし、農林水産統計

の「その他刺し網」でスケトウダラ漁獲量に対するキチジの割合は、根室振興局では 2.6％

(2018 年)と小さい。このため、キチジ(利用種に入るが)及びその他の混獲種は量的に無視し

うると考え、各海域とも混獲非利用種はなしとした。 

希少種 

 環境省(2019)によるレッドデータブック掲載種の中で、生息域が評価対象海域と重複する動

物は以下の通りである。 

アカウミガメ(EN)、エトピリカ(CR)、ウミガラス(CR)、ウミスズメ(CR)、ヒメウ(EN)、

ヒメクロウミツバメ(VU)、カンムリウミスズメ(VU)、コアホウドリ(EN)、 

アホウドリ(VU)、ラッコ(CR)、トド(NT)、ゼニガタアザラシ(NT) 
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2.1 操業域の環境・生態系情報、科学調査、モニタリング 

2.1.1 基盤情報の蓄積 

隣接海域である北海道太平洋海域、オホーツク海海域のスケトウダラの生態、資源、漁業

等については水産機構、北海道立総合研究機構等で調査が行われ成果が蓄積されており、資

源豊度等についても一定の知見がある(境ほか 2020, 石野ほか 2020b, 本間 2020, 中島・堀本 

2020)。根室海峡の資源については北方四島水域やロシア海域との跨がり資源であるため限定

的ではあるが、石野ほか(2020a)や澤村(2020)等の情報があり隣接海域の情報も適用可能であ

ることから 3点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報は

ない 

 部分的だが利

用できる情報

がある 

リスクベース評価

を実施できる情報

がある 

現場観測による時系列データや生

態系モデルに基づく評価を実施で

きるだけの情報が揃っている 

 

2.1.2 科学調査の実施 

根室海峡の海洋環境については、水産機構等で調査の実績はあるが(小熊ほか 2007)、現在

必ずしも定期的には実施されていない。したがって 3 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 
科学調査は

実施されて

いない 

 海洋環境や生態系につい

て部分的・不定期的に調

査が実施されている 

海洋環境や生態系に関

する一通りの調査が定

期的に実施されている 

海洋環境モニタリングや生

態系モデリングに応用可能

な調査が継続されている 

 

2.1.3 漁業活動を通じたモニタリング 

 漁業種類別の漁獲量については農林水産省統計部により調査されているが、混獲非利用種

や希少種について、漁業から情報収集できる体制は整っていない。したがって 3 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 
漁業活動から情報

は収集されていな

い 

 混獲や漁獲物組成

等について部分的

な情報を収集可能

である 

混獲や漁獲物組成等

に関して代表性のあ

る一通りの情報を収

集可能である 

漁業を通じて海洋環境や生

態系の状態をモニタリング

できる体制があり、順応的

管理に応用可能である 

 

2.2 同時漁獲種 

2.2.1 混獲利用種 

評価範囲③ 6)に同時漁獲種として示したマダラ、クロガシラガレイ、ソウハチ、ヒレグロ、

マガレイを刺網混獲利用種として CA 評価を行った。 
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評価対象漁業 刺網 
評価対象海域 根室海峡 
評価対象魚種 マダラ、クロガシラガレイ、ソウハチ、ヒレグロ、マガレイ 
評価項目番号 2.2.1 
評価項目 混獲利用種 

評価対象要素 

資源量 3 
再生産能力  
年齢・サイズ組成  
分布域  
その他：  

評価根拠概要 一部のかれい類の資源状態が懸念される状態であることから3点とする。 

評価根拠 

マダラ(根室海峡)については資源評価がなされている。 
・マダラ根室海峡：1985年以降の漁獲量の推移から2018年漁期の資源状態は高位、

2014～2018年の推移から動向は増加とされる(岡本ほか 2020)。 
根室海峡のかれい類については資源評価がなされていないため、別海町から羅臼町

の合計の漁獲量の経年変化を示す(北海道水産林務部 2020)。 

 
 図2.2.1 根室海峡におけるかれい類漁獲量。回帰式と相関係数は以下の通り 

ヒレグロ：C=-10.74t＋21787 (r=0.807**） 

マガレイ：C=-9.18t＋18653 (r=0.550ns）（ここでCは漁獲量、tは年）。 

 
図2.2.1によれば、クロガシラガレイは増加傾向、ソウハチは周期的な変動を示して

いる。マガレイは緩やかな減少傾向であるが回帰係数は有意ではなく、ヒレグロは

有意な減少傾向を示している（p<0.01）。 
 
以上の通り、その減少原因は不詳であるが、かれい類の一部の資源状態が懸念され

る状態にあることから、スコアは3点とする。 

 

1点 2点 3点 4点 5点 
評価を実施

できない 

混獲利用種の中

に資源状態が悪

い種もしくは混

獲による悪影響

のリスクが懸念

される種が多く

含まれる 

混獲利用種の中に混獲によ

る資源への悪影響が懸念さ

れる種が少数含まれる。CA

やPSAにおいて悪影響のリ

スクは総合的に低いが、悪

影響が懸念される種が少数

含まれる 

混獲利用種の中

に資源状態が悪

い種もしくは混

獲による悪影響

のリスクが懸念

される種が含ま

れない 

個別資源評価に基

づき、混獲利用種

の資源状態は良好

であり、混獲利用

種は不可逆的な悪

影響を受けていな

いと判断される 

0
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800
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1200

2007 2009 2011 2013 2015 2017 2019

漁
獲
量
（
ト
ン
）

マガレイ ヒレグロ ソウハチ クロガシラガレイ
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2.2.2 混獲非利用種 

 評価範囲③ 6)の通り、刺網の混獲非利用種は無視しうると考え 5 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 

評価を

実施で

きない 

混獲非利用種の中に資

源状態が悪い種が多数

含まれる。PSAにおいて

悪影響のリスクが総合

的に高く、悪影響が懸

念される種が含まれる 

混獲非利用種の中に資

源状態が悪い種が少数

含まれる。PSAにおい

て悪影響のリスクは総

合的に低いが、悪影響

が懸念される種が少数

含まれる 

混獲非利用種の中に

資源状態が悪い種は

含まれない。PSAに

おいて悪影響のリス

クは低く、悪影響が

懸念される種は含ま

れない 

混獲非利用種の

個別資源評価に

より、混獲種は

資源に悪影響を

及ぼさない持続

可能レベルにあ

ると判断できる 

 

2.2.3 希少種 

アカウミガメ(EN)、エトピリカ(CR)、ウミガラス(CR)、ウミスズメ(CR)、ヒメウ(EN)、ヒメ

クロウミツバメ(VU)、カンムリウミスズメ(VU)、コアホウドリ(EN)、アホウドリ(VU)、ラッ

コ(CR)、トド(NT)、ゼニガタアザラシ(NT)の分布域が対象海域と重複する。哺乳類を除き刺

網との遭遇リスクが低いため、悪影響の懸念は小さいと考えられることから 4 点とする(表

2.2.3a,b)。 

表 2.2.3a 希少種に関する PSA スコア 

 

表 2.2.3b 希少種の生産性に関する生物特性値 

評価対象生

物 
成熟開始

年齢(年) 
最大年

齢(年) 
抱卵

数 
最大体

長(cm) 
成熟体

長(cm) 
栄養段

階TL 
出典 

アカウミガ

メ 
35 70～80 400 110 80 2-3 岡本ほか (2019), 石原

(2012), Seminoff (2004) 

エトピリカ  3 30 1 40 < 40 3.5 浜口ほか(1985), Hansen & 
Wiles (2015), Aydin et al 
(2007) 

ヒメクロウ

ミツバメ 
2 6 1 20 19 3.6 浜口ほか(1985), 

Klimkiewicz et al. (1983) 

カンムリウ

ミスズメ 
2 7 2 26 24 3.8 叶内ほか(1998), Preikshot 

(2005) 

ウミガラス 5 15 1 40 < 40 3.5+ BirdLife International (2018) 

評価対象生物 P（生産性，Productivity）スコア S（感受性，Susceptibiliity）スコア PSA評価結果

採点項目 標準和名
脊椎動物or

無脊椎動物

成
熟

開
始

年

齢

最
高

年
齢

抱
卵

数

最
大

体
長

成
熟

体
長

繁
殖

戦
略

栄
養

段
階

密
度

依
存

性

P
ス

コ
ア

総
合

点

（算
術

平
均

）

水
平

分
布

重

複
度

鉛
直

分
布

重

複
度

漁
具

の
選

択

性

遭
遇

後
死

亡

率

S
ス

コ
ア

総
合

点

（幾
何

平
均

）

PSA

スコア
リスク区分

2.2.3 アカウミガメ 脊椎動物 3 3 2 2 2 2 2 2.29 2 1 1 1 1.19 2.58 低い

2.2.3 ウミガラス 脊椎動物 2 2 3 1 1 3 3 2.14 2 1 1 1 1.19 2.45 低い

2.2.3 ウミスズメ 脊椎動物 1 1 3 1 1 3 3 1.86 2 1 1 1 1.19 2.21 低い

2.2.3 エトピリカ 脊椎動物 1 3 3 1 1 3 3 2.14 2 1 1 1 1.19 2.45 低い

2.2.3 ヒメウ 脊椎動物 1 2 3 1 2 3 3 2.14 2 1 1 1 1.19 2.45 低い

2.2.3 ヒメクロウミツバメ 脊椎動物 1 1 3 1 1 3 3 1.86 1 1 1 1 1.00 2.11 低い

2.2.3 カンムリウミスズメ 脊椎動物 1 1 3 1 1 3 3 1.86 2 1 1 1 1.19 2.21 低い

2.2.3 コアホウドリ 脊椎動物 2 3 3 1 2 3 3 2.43 2 1 1 1 1.19 2.70 中程度

2.2.3 アホウドリ 脊椎動物 2 3 3 1 2 3 3 2.43 2 1 1 1 1.19 2.70 中程度

2.2.3 ラッコ 脊椎動物 1 2 3 2 2 3 3 2.29 2 1 1 2 1.41 2.69 中程度

2.2.3 トド 脊椎動物 2 3 1 3 3 3 3 2.57 1 1 1 2 1.19 2.83 中程度

2.2.3 ゼニガタアザラシ 脊椎動物 1 2 1 2 2 3 3 2.00 2 1 1 2 1.41 2.45 低い

対象漁業 刺し網 対象海域 北海道太平洋北区 PSAスコア全体平均 2.43 低い
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ウミスズメ 2 7 2 26 24 3.8 叶内ほか (1998), Preikshot 
(2005)，HAGR (2017) 

ヒメウ 3 18 3 73 63 4.2 浜口ほか (1985), Hobson et 
al. (1994), Clapp et al (1982) 

コアホウド

リ 
8 55 1 81 79 4+ 浜口ほか (1985), Gales 

(1993) 

アホウドリ 6 25 1 94 84 4+ 長谷川 (1998) 
ラッコ 3 17.5 1 140 100 3.5+ 阿部ほか (1994), Riedman & 

Estes (1990), Laidre et al 
(2006), Aydin et al (2007), 
Bernd et al (2018) 

トド 5.5 30 1 320 200 4.8+ 阿部ほか(1994), Bernd et al 
(2018), Winship et al (2001), 
Aydin et al (2007) 

ゼニガタア

ザラシ 

3.5 20+ 1 180 160 4.3 阿部ほか (1994), Bernd et al 
(2018), Morissette et al (2006) 

HAGR: Human Ageing Genomic Resources 

 

1 点 2 点 3 点 4 点 5 点 
評価を

実施で

きない 

希少種の中に資源状態が

悪く、当該漁業による悪

影響が懸念される種が含

まれる。PSA や CA におい

て悪影響のリスクが総合

的に高く、悪影響が懸念

される種が含まれる 

希少種の中に資源状

態が悪い種が少数含

まれる。PSA や CA にお

いて悪影響のリスク

は総合的に低いが、悪

影響が懸念される種

が少数含まれる 

希少種の中に資源状

態が悪い種は含まれ

ない。PSA や CA にお

いて悪影響のリスク

は総合的に低く、悪影

響が懸念される種は

含まれない 

希少種の個別

評価に基づき、

対象漁業は希

少種の存続を

脅かさないと

判断できる 

 

2.3 生態系・環境 

2.3.1 食物網を通じた間接作用 

2.3.1.1 捕食者 

道東海域ではマダラ、アブラガレイ、ヨコスジカジカ、イトヒキダラ等による捕食が報告

されている(Yamamura 2004, Yamamura and Nobetsu 2012)。ただし、沖合底びき網漁業 1 そうび

きでの漁獲状況をみるとアブラガレイ、イトヒキダラは、根室海峡は沖底禁止のため漁獲は

なく、隣接するオホーツク海ではほとんど漁獲されていないため除外する(北川ほか 2010)。

ヨコスジカジカについてもオホーツク海での 2019 年沖底漁獲量は、スケトウダラ 6,295 トン

に対しマダラ 535 トン、カジカ(種組成不明)12 トンと比率が小さいため除外する(北海道漁業

調整事務所・水産機構 2020)。本種は海獣類(イシイルカ、キタオットセイ、ミンククジラ、

トド)の餌生物でもある(Ohizumi et al. 2000, Yonezaki et al., 2008, Tamura and Fujise 2002, Goto et 

al. 2017)。マダラ、イシイルカ、キタオットセイ、ミンククジラ、トドについて CA 評価を行

った結果は以下の通りである。 

表2.3.1.1 スケトウダラ捕食者についてのCA評価 

評価対象漁業 刺網 
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評価対象海域 根室海峡 

評価対象魚種 マダラ、イシイルカ、キタオットセイ、ミンククジラ、トド 

評価項目番号 2.3.1.1 

評価項目 捕食者への影響 

評価対象要素 

 

  

資源量 4 

再生産能力   

年齢・サイズ組成   

分布域   

その他：   

評価根拠概要 捕食者としての記録があるマダラ、イシイルカ、キタオットセイ、ミンククジ

ラ、トドについて、資源状態が懸念される種は見られないため4点とする。 

評価根拠詳細 捕食者と考えられるマダラ(根室海峡)、イシイルカ(太平洋・日本海・オホーツク

海)、キタオットセイ、ミンククジラ(オホーツク海・北西太平洋)、トド(北太平

洋沿岸・オホーツク海・ベーリング海のうち西部系群)の資源状況は以下の通りで

ある。 

・マダラ(根室海峡)：1985年以降の漁獲量の推移から2018年漁期の資源状態は高

位、2014～2018年の推移から動向は増加とされる(岡本ほか 2020)。 
・イシイルカ(太平洋・日本海・オホーツク海)：過去の目視調査の結果から、資

源水準は調査中であるが、資源動向は横ばいとされる(金治・宮下 2019)。 

・キタオットセイ：IUCN(2015)によれば、現在の個体群動向は減少傾向とされて

いるが、減少が顕著なのはベーリング海東部のプリビロフ系群であり、ロシア系

群のコマンダー、チュレニー、千島列島の繁殖群は安定もしくは増加傾向にある

(Blokhin et al.2007, Burkanov et al.2007)。 

・ミンククジラ(オホーツク海・北西太平洋)：過去の目視調査の結果から資源水

準は高位、資源動向は増加とされる(前田 2019)。 

・トド(北太平洋沿岸・オホーツク海・ベーリング海のうち西部系群)：繁殖期の

上陸個体の計数から資源量が推定されており、それによれば資源水準は不明であ

るが、資源動向は増加とされている(磯野ほか 2019)。 
 
以上の通りスケトウダラ捕食者に挙げられる種については資源状態が懸念される

ものはなかった。また、ここに挙げた海産哺乳類は、いずれもその時々で卓越し

ている魚類等を捕食する日和見食性を示すとされており(金治・宮下 2019, 

Yonezaki et al. 2008, 前田2019, Goto et al. 2017)、スケトウダラが減少すればほかの

餌生物にスイッチすると考えられるため、餌生物の一部であるスケトウダラの資

源変動が捕食者に対し深刻な間接影響を与えている可能性は低いと考えられる。

したがって4点とする。 

 

1点 2点 3点 4点 5点 
評価を実施で

きない 

多数の捕食者に定

向的変化や変化幅

の増大などの影響

が懸念される 

一部の捕食者に

定向的変化や変

化幅の増大など

の影響が懸念さ

れる 

CAにより対象漁

業の漁獲・混獲

によって捕食者

が受ける悪影響

は検出されない 

生態系モデルベースの

評価により、食物網を

通じた捕食者への間接

影響は持続可能なレベ

ルにあると判断できる 

 

2.3.1.2 餌生物 

北海道周辺のスケトウダラの餌生物は海域によって差異があることが報告されており(飯

塚ほか 1954)、北海道日本海海域では魚類、イカ類等も混ざるものの主要な餌生物はオキア

ミ類(飯塚ほか 1954)、オホーツク海では主にツノナシオキアミ等の浮遊性甲殻類(木下 
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1995)、道東海域では小型魚では大型カイアシ類の Neocalanus cristatus、ツノナシオキアミ、

ホタルイカ、トドハダカ等のハダカイワシ類 (Yamamura et al. 2002, Yamamura 2004)との報告

がある。これら餌生物の豊度に関するデータは得られていないため CA 評価は行えないが北

海道周辺の各海域に共通するツノナシオキアミを主要な餌生物と考え PSA 評価を行った。 

餌生物のPSA評価結果 

 

PSA評価に必要な生物特性値  
成熟開

始年齢 

最大

年齢 

抱卵

数 

最大

体長 

成熟

体長 

繁殖

戦略 

栄養段

階TL 

密度依存性

(無脊椎) 

出典 

ツノナシ

オキアミ 

1年 21ヶ月 50～

150 

23 mm 12 mm   2 密度補償作

用不明 

井口ほか

(1993) 

 

PSA評価採点要領 

  P(生産性スコア) 1(高生産性) 2(中生産性) 3(低生産性) 

P1 成熟開始年齢 < 5年 5-15年 > 15年 

P2 最高年齢(平均) < 10歳 10-25歳 > 25歳 

P3 抱卵数 > 20,000卵／年 100-20,000卵／年 < 100卵／年 

P4 最大体長(平均) < 100 cm 100-300 cm > 300 cm 

P5 成熟体長(平均) < 40 cm 40-200 cm > 200 cm 

P6 繁殖戦略 浮性卵放卵型 沈性卵産み付け型 胎生・卵胎生 

P7 栄養段階 < 2.75 2.75-3.25 > 3.25 

P8 密度依存性(無脊

椎動物のみ適用) 

低密度における補償

作用が認められる 

密度補償作用は認

められない 

低密度における逆補償

作用(アリー効果)が認

められる 

P Pスコア総合点 算術平均により計算する =(P1+P2+…Pn)/n 

  S(感受性スコア) 1(低感受性) 2(中感受性) 3(高感受性) 

S1 水平分布重複度 < 10 % 10-30 % > 30% 

S2 鉛直分布重複度 漁具との遭遇確率

は低い 

漁具との遭遇確率

は中程度 

漁具との遭遇確率は高

い 

S3 漁具の選択性 成熟年齢以下の個

体は漁獲されにく

い 

成熟年齢以下の個

体が一般的に漁獲

される 

成熟年齢以下の個体が

頻繁に漁獲される 

S4 遭遇後死亡率 漁獲後放流された

個体の多くが生存

することを示す証

拠がある 

漁獲後放流された

個体の一部が生存

することを示す証

拠がある 

漁獲後保持される，も

しくは漁獲後放流され

ても大半が死亡する 

S Sスコア総合点 幾何平均により計算する '=(S1*S2*...Sn)^(1/n) 

  PSAスコア < 2.64 低い 2.64-3.18 中程度 > 3.18 高い 

採点項目

2.3.1.2

P（生産性，Productivity）スコア S（感受性，Susceptibiliity）スコア PSA評価結果

脊椎動物or
無脊椎動物

成
熟

開
始

年
齢

最
高

年
齢

抱
卵

数

最
大

体
長

成
熟

体
長

繁
殖

戦
略

栄
養

段
階

密
度

依
存

性

Pス
コ

ア
総

合
点

（算
術

平
均

）

水
平

分
布

重
複

度

鉛
直

分
布

重
複

度

漁
具

の
選

択
性

遭
遇

後
死

亡
率

Sス
コ

ア
総

合
点

（幾
何

平
均

）

PSA
スコア

リスク区
分

無脊椎動物 1 1 3 1 1 1 1 2 1.50 1 1 1 1 1.00 1.80 低い

1.80 低い

評価対象生物

PSAスコア全体平均

対象漁業 対象海域標準和名

ツノナシオキアミ 刺網 根室海峡
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  PSAスコア総合点 PとSのユークリッド距離として計算する '=SQRT(P^2 +S^2) 

  全体評価 PSAスコア全体平均値及び高リスク種の有無に基づき評価する 

以上のように、オキアミ(ツノナシオキアミ)の生産性は高く、当該海域では漁獲の対象で

もないことから 4 点とする。ほかの餌生物は概ね漁業の対象ではないと考えられるため混獲

の影響は無視できると考えた。 

1点 2点 3点 4点 5点 
評価を

実施で

きない

多数の餌生物に定

向的変化や変化幅

の増大などの影響

が懸念される 

一部の餌生物に定

向的変化や変化幅

の増大などの影響

が懸念される 

CAにより対象漁業の

漁獲・混獲によって

餌生物が受ける悪影

響は検出されない 

生態系モデルベースの評価に

より、食物網を通じた餌生物

への間接影響は持続可能なレ

ベルにあると判断できる 

 

2.3.1.3 競争者 

北海道周辺海域でスケトウダラと同様の漁具での漁獲量が比較的多い生物の中で、スケト

ウダラと食性が近いのは、浮遊性甲殻類、底生甲殻類、小型魚類、頭足類を餌とするホッケ

と考えられるが、評価範囲③ 3)と 6)に示したように、根室海峡においてはホッケの漁獲量は

少なく無視しうると考えられる。そこで、漁獲量の比較的多いかれい類を、より底生生物へ

の依存度が高いのではないかと考えられるものの、スケトウダラの競争者と考えた。根室海

峡において漁獲量の多いかれい類は、2.2.1 に示す如くクロガシラガレイ、ソウハチ、ヒレグ

ロ、マガレイであり、これらの資源状態は同じく 2.2.1 に示すように、ヒレグロは緩やかなが

ら有意な減少傾向を示している。一部のかれい類で減少傾向が見られる理由は不明であるが、

本項目は 3 点とする。 

1点 2点 3点 4点 5点 
評価を実施

できない 

多数の競争者に定

向的変化や変化幅

の増大などの影響

が懸念される 

一部の競争者に定

向的変化や変化幅

の増大などの影響

が懸念される 

CAにより対象漁業

の漁獲・混獲によ

って競争者が受け

る悪影響は検出さ

れない 

生態系モデルベースの

評価により、食物網を

通じた競争者への間接

影響は持続可能なレベ

ルにあると判断できる 

 

2.3.2 生態系全体 

 評価対象海域における漁獲物の栄養段階組成をみると(図 2.3.2a)、漁獲は栄養段階(TL)3.0-

3.5 及び 1.5–2.0 で多く、図 2.3.2b で 22%を占める栄養段階 3.5 程度のスケトウダラと 15%を

占める栄養段階 2 程度のサンマが寄与していることがわかる。 

 評価対象海域の総漁獲量と漁獲物平均栄養段階(MTLc)の推移は図 2.3.2c の通りである。北

海道太平洋北区では、2014 年以降、総漁獲量の減少が認められるが主漁場が評価対象海区外

である近年のサンマ不漁によるところが大きく、刺網が要因とは考えにくいため、生態系全

体に及ぼす影響は小さいと推定し、5 点とした。 



 

 

25

1点 2点 3点 4点 5点 
評価を実

施できな

い 

対象漁業による影響の

強さが重篤である、も

しくは生態系特性の定

向的変化や変化幅拡大

が起こっていることが

懸念される 

対象漁業による影響

の強さは重篤ではな

いが、生態系特性の

変化や変化幅拡大な

どが一部起こってい

る懸念がある 

SICAにより対象漁業

による影響の強さは

重篤ではなく、生態

系特性に不可逆的な

変化は起こっていな

いと判断できる 

生態系の時系列情

報に基づく評価に

より、生態系に不

可逆的な変化が起

こっていないと判

断できる 

 

 
図2.3.2a 2018年の海面漁業生産統計調査から求めた、日本周辺大海区別の漁獲物栄養段階組成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.3.2b 2018年の海面漁業生産統計に基づく北

海道太平洋北区の漁獲物の種組成 
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図2.3.2c 海面漁

業生産統計調査

(暫定値)から求め

た、評価対象海域

の漁獲物平均栄養

段階(オレンジ)と

総漁獲量の推移

(青色) 

 

 

2.3.3 種苗放流が生態系に与える影響 

 本種については大規模な種苗放流は行われていないため、本項目は評価しない。 

 

2.3.4 海底環境 

刺網は海底面に接触するものの、ひきまわす操業形態の漁具ではないことから、影響は軽

微であると考えられるため、5点と評価する。 

1点 2点 3点 4点 5点 
評価を実施

できない 

当該漁業による海底

環境への影響のイン

パクトが重篤であ

り、漁場の広い範囲

で海底環境の変化が

懸念される 

当該漁業による海底環

境への影響のインパク

トは重篤ではないと判

断されるが、漁場の一

部で海底環境の変化が

懸念される 

SICAにより当該漁

業が海底環境に及

ぼすインパクトお

よび海底環境の変

化が重篤ではない

と判断できる 

時空間情報に基づ

く海底環境影響評

価により、対象漁

業は重篤な悪影響

を及ぼしていない

と判断できる 

 

2.3.5 水質環境 

 船舶から海洋への汚染物質流出や廃棄物の投棄については、海洋汚染等及び海上災害の防

止に関する法律及びその施行令によって規制されている。これにより総トン数 100 トン以上

の船舶には油水分離機の設置義務(型式承認物件)があり、排出可能な水域(該当漁船の操業海

域とは合致しない)と濃度並びに排出方法が規制されている。食物くずを距岸 12 海里以内で

排出する場合は、すべての船に食物くず粉砕装置の設置が義務付けられている。船上で廃棄
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物を焼却する場合には、すべての船に IMO 認定品の焼却炉の設置が義務付けられている(廃

棄物の海洋投棄は食物くず以外認められていないので、焼却しない場合は廃棄物持ち帰りと

なる)。焼却炉等の設備は、5 年に一回の定期検査と 2～3 年に一回の中間検査における検査の

対象であり、検査に合格しなければ船舶検査証書の交付が受けられず、航行ができない。 

 対象漁業が操業する評価対象海域を管轄する第一管区海上保安部による環境関連法令違反

の検挙数は 62 件(海上保安庁 2018)であったが、本評価対象となる刺網の検挙例は見当たら

なかった。以上の結果から、対象漁業からの排出物は適切に管理されており、水質環境への

負荷は低いと判断されるため、5 点と評価する。 

1 点 2 点 3 点 4 点 5 点 
取り組み状況につ

いて情報不足によ

り評価できない 

多くの物質に関し

て対象漁業からの

排出が水質環境へ

及ぼす悪影響が懸

念される 

一部物質に関

して対象漁業

からの排出が

水質環境へ及

ぼす悪影響が

懸念される 

対象漁業からの排

出物は適切に管理

されており、水質

環境への負荷は軽

微であると判断さ

れる 

対象漁業による水質

環境への負荷を低減

する取り組みが実施

されており、対象水

域における濃度や蓄

積量が低いことが確

認されている 

 

2.3.6 大気環境 

 Park et al. (2015)によると、刺網による CO2排出量は 1.45〜2.75 となっており、単位漁獲量

あたり CO2 排出量が 1.448～4.835 の範囲に入るとすると、下記の長谷川(2010)で比較すると

全体では中位程度の部類に属するため、評価は 3 点が妥当と考えられる。 

小型底びき網旋びきその他 1.407 

沖合底曳き網１そうびき 0.924 

船びき網 2.130 

中小型１そうまき巾着網 0.553 

大中型その他の１そうまき網 0.648 

大中型かつおまぐろ1そうまき網 1.632 

さんま棒うけ網 0.714 

沿岸まぐろはえ縄 4.835 

近海まぐろはえ縄 3.872 

遠洋まぐろはえ縄 8.744 

沿岸かつお一本釣り 1.448 

近海かつお一本釣り 1.541 

遠洋かつお一本釣り 1.686 

沿岸いか釣り 7.144 

近海いか釣り 2.373 

遠洋いか釣り 1.510 
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1 点 2 点 3 点 4 点 5 点 
評価を実施できな

い 

多くの物質に関し

て対象漁業からの

排出ガスによる大

気環境への悪影響

が懸念される 

一部物質に関し

て対象漁業から

の排出ガスによ

る大気環境への

悪影響が懸念さ

れる 

対象漁業からの

排出ガスは適切

に管理されてお

り、大気環境へ

の負荷は軽微で

あると判断され

る 

対象漁業による大気

環境への負荷を軽減

するための取り組み

が実施されており、

大気環境に悪影響が

及んでいないことが

確認されている 
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3．漁業の管理 

概要 
管理施策の内容(3.1) 

 刺網漁業(以下、刺網)は北海道知事許可漁業でスケトウダラは TAC 魚種であるが、隣接す

る北方四島水域及びロシア水域とのまたがり資源であり、日本漁船の操業水域のみでの漁獲

管理では資源の維持・回復効果は限定的と考えられる(3.1.1 3 点)。日本漁船の操業水域では、

刺網には網目制限、未成魚保護を目的とする漁場移動や産卵時期の禁漁区の設置等を行って

いる(3.1.2 5 点)。刺網は海底に接した場合も無理にひきずる運用ではなく、さけ、ます、か

にが漁獲された場合には海中還元が許可の制限条件である(3.1.4.1 4 点)。北海道漁業協同組

合連合会では漁民の森づくり活動が活発に行われている(3.1.4.2 5 点)。 

執行の体制(3.2) 

 国内では管理体制が一体的に確立し機能しているものの、本資源は隣接する北方四島水域

とロシア水域に跨って分布するため、生息域全体をカバーした漁獲管理とはなっていない

(3.2.1.1 2 点)。監視は基本的には北海道の取締当局で実施している(3.2.1.2 5 点)。法令違反

に対する罰則規定は有効である(3.2.1.3 5 点)。TAC(漁獲可能量)は来遊状況が良好な場合に

対応できるように近年の最大漁獲量を基に設定されており、順応的管理の仕組みが導入され

ているとはいえない(3.2.2 2 点)。 

共同管理の取り組み(3.3) 

 許可等に基づいた操業であり漁業者は特定でき(3.3.1.1 5 点)、すべての漁業者は漁業者組

織に所属している(3.3.1.2 5 点)。羅臼漁業協同組合では、それまでの自主的な活動が生かさ

れたスケトウダラの刺網の資源管理計画が立てられ、休漁、減船、他種漁業への転換、漁獲

物制限、区域制限が実施されている(3.3.1.3 5 点)。沿海漁業協同組合では地方卸売市場を付

設し、羅臼漁業協同組合では直販店、ネットショップの海鮮工房も運営し、スケトウダラが

特産品になっている(3.3.1.4 5 点)。自主的及び公的管理への関係者の関与は高く評価できる

(3.3.2.1 4 点, 3.3.2.2 5 点)。利害関係者の参画についても海区、国レベルでの審議会等への

関与の度合いから高く評価した(3.3.2.3 5 点)。管理施策の意思決定について、改正漁業法の

もとで利害関係者を含めた資源管理方針に関する検討会が開催されているが漁獲シナリオ等

に関しての水産庁提示案について議論はなされていない。意思決定機構はあるが協議は十分

でない部分がある(3.3.2.4 4 点)。 
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評価範囲 
① 評価対象漁業の特定 

 スケトウダラ根室海峡を対象とする主な漁業種類は刺網であり、この漁業を評価対象とす

る。 

② 評価対象都道府県の特定 

 北海道根室振興局管内の刺網を評価対象の北海道の地域、漁業種類として特定する。刺網

には北海道知事許可のスケトウダラ固定式刺網とその他の刺網からなる(石野ほか 2020)。ス

ケトウダラ固定式刺網の漁獲量には安全操業(北方四島周辺水域における日本漁船の操業枠

組み協定)分がある。その他の刺網は県知事許可漁業以外に共同漁業権第 2 種漁業の刺網(ス

ケトウダラ固定式刺網は共同漁業権範囲内でも知事許可が必要)もある。 

③ 評価対象漁業に関する情報の集約と記述 

 評価対象の北海道の地区、対象漁業について、以下の情報を集約する。 

1)許可等及び各種管理施策の内容、 

2)監視体制や罰則、順応的管理の取り組み等の執行体制、 

3)関係者の特定や組織化、意思決定への参画等の共同管理の取り組み、 

4)関係者による生態系保全活動 
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3.1 管理施策の内容 

3.1.1 インプット・コントロール又はアウトプット・コントロール 

 刺網は北海道知事許可漁業等であり、北海道の海洋生物資源の保存及び管理に関する計画

では、スケトウダラ固定式刺網等については現状の漁獲努力量を増加させることがないよう、

許認可隻数等については現状どおりとして従来の操業規制と同様の規制に基づいて操業する

こととするとしている(北海道 2019a)。また、スケトウダラは TAC 対象種であり、スケトウ

ダラ知事管理量のうち海域別には根室海峡海域に 20,000 トン、そのうち採捕の種類別にはス

ケトウダラ固定式刺網等に 20,000 トンが配分されている(北海道 2019a)。一方で、スケトウ

ダラ根室海峡の中期的管理方針では、ロシア連邦の水域と我が国の水域にまたがって分布し、

ロシア漁船によっても採捕が行われていて我が国のみの管理では限界があることから、同国

との協調した管理に向けて取り組みつつ、当面は資源を減少させないようにすることを基本

に、我が国水域への来遊量の年変動にも配慮しながら、管理を行うものとするとされてきた

(農林水産省 2020)。資源評価では、ロシア側の詳細な操業形態は不明で、資源評価に必要な

情報は限定的であるため、ABC は算出せず、参考値として算定漁獲量を提示し、我が国の漁

業による CPUE から、資源水準は低位と推測されるため、資源回復を図る必要があるとされ

てきた(千村ほか 2020)。最新の評価では資源量指標値において 2019 年漁期は過去最低値を

示している(石野ほか 2020)。TAC については、主たる生息水域が外国水域にあり、我が国水

域への来遊状況に年変動があることを考慮し、来遊状況が良好な場合に対応できる数量とし

て、近年の最大漁獲量を基に設定されている(水産庁 2020a)。隣接する北方四島水域及びロシ

ア水域とのまたがり資源であり、日本漁船の操業水域のみでの漁獲管理では資源の維持・回

復効果は限定的と考えられており、インプット・コントロールとともにアウトプット・コン

トロールが導入されていることのみをもって、3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

インプット・コントロールと

アウトプット・コントロール

のどちらも施策に含まれてお

らず、漁獲圧が目標を大きく

上回っている 

. インプット・コン

トロールもしくは

アウトプット・コ

ントロールが導入

されている 

. インプット・コントロー

ルもしくはアウトプッ

ト・コントロールを適切

に実施し、漁獲圧を有効

に制御できている 

 

3.1.2 テクニカル・コントロール 

 スケトウダラ固定式刺網には漁船のトン数制限、網目制限がある。また、関係漁業者間で

体長 30cm または全長 34cm 未満の未成魚保護を目的とする漁場移動等を定めている。対象海

域の中でもスケトウダラの漁獲量が多い羅臼漁業協同組合のスケトウダラ刺網漁船では、産

卵親魚保護のための目合制限(97mm 規制)を実施し、産卵時期に禁漁期、禁漁区等を設けてい

る(澤村 2019, 牧野 2009)。施策は十分に導入されているとし、5 点を配点する。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

テクニカル・コントロ

ールの施策が全く導入

されていない 

. テクニカル・コント

ロールの施策が一部

導入されている 

. テクニカル・コント

ロール施策が十分に

導入されている 

 

3.1.3 種苗放流効果を高める措置 

 我が国においては、種苗の飼育研究等はフィールド調査を補って生態研究の発展に重要な

役割を果たしてきているが(桜井 1993, 水産総合研究センター 2012, 石田ほか 2014)、スケト

ウダラについては種苗放流による資源回復は現実的でない(檜山 2013)。大規模な種苗放流は

なされていないため、本項目は評価しない。 

1点 2点 3点 4点 5点 

放流効果を高める措

置は取られていない 

. 放流効果を高める措置が

一部に取られている 

. 放流効果を高める措置

が十分に取られている 

 

3.1.4 生態系の保全施策 

3.1.4.1 環境や生態系への漁具による影響を制御するための規制 

 刺網については、海底に接した場合も無理にひきずる運用ではない。さけ、ます、かにが

漁獲された場合には海中還元が許可の制限条件となっている。相当程度の施策が導入されて

いると評価し、4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

規制が全く導入され

ておらず、環境や生

態系への影響が発生

している 

一部に導入さ

れているが、

十分ではない 

. 相当程度、

施策が導入

されている 

評価対象とする漁法が生態系

に直接影響を与えていないと

考えられるか、十分かつ有効

な施策が導入されている 

 

3.1.4.2 生態系の保全修復活動 

 北海道漁業協同組合連合会では漁民の森づくり活動推進事業を展開している(北海道漁業

協同組合連合会 2020a, b)。生態系保全・再生活動が活発に行われている、あるいは漁業活動

が対象生物の持続性に影響しないと評価し、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

生態系の保全・

再生活動が行わ

れていない 

. 生態系の保全

活動が一部行

われている 

. 対象となる生態系が漁業活動の影響を受

けていないと考えられるか、生態系の保

全・再生活動が活発に行われている 
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3.2 執行の体制 

3.2.1 管理の執行 

3.2.1.1 管轄範囲 

 本資源のスケトウダラは、産卵のため冬季に根室海峡へ来遊する群れが主体である。標識

放流調査の結果等から、産卵期以外の時期にはほかの評価群のスケトウダラとともに主にオ

ホーツク海南西部に分布すると推測されている。しかし、産卵期以外の情報が少なく、未解

明の部分が多い。根室海域に分布するスケトウダラは、隣接する四島水域やロシア水域へも

回遊すると考えられており、これらの水域での漁獲量や漁獲物に関する情報の収集が、精度

の高い資源評価のためには必要である。そのため、日ロの科学者交流等を通じて情報の収集

に努めているが、現在までに資源解析等に使用できるほどの情報は得られていない(千村ほか 

2020)。刺網については、北海道が管轄している。漁業者団体としては羅臼漁業協同組合等沿

海漁業協同組合で、これらの上部組織は北海道漁業協同組合連合会であり、全国組織は全国

漁業協同組合連合会となる。国内では管理体制が一体的に確立し機能しているものの、生息

域をカバーしているとはいえないため、2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

対象資源の生息

域がカバーされ

ていない 

. 機能は不十分である

が、生息域をカバーす

る管理体制がある 

. 生息域をカバーす

る管理体制が確立

し機能している 

 

3.2.1.2 監視体制 

 監視は基本的には北海道の取締当局で実施している。TAC も知事管理量である。十分な監

視体制が有効に機能しており、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

監視はおこなわ

れていない 

主要な漁港の周辺な

ど、部分的な監視に限

られている 

. 完璧とは言いがたい

が、相当程度の監視

体制がある 

十分な監視体制

が有効に機能し

ている 

 

3.2.1.3 罰則・制裁 

 漁業法関連法に違反した場合、許可の取り消しや懲役刑、罰金あるいはその併科となる。

罰則規定としては有効と考えられる。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

罰則・制裁は設

定されていない 

. 機能は不十分であるが、罰

則・制裁が設定されている 

. 有効な制裁が設定さ

れ機能している 
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3.2.2 順応的管理 

 スケトウダラ根室海峡の中期的管理方針については、ロシア連邦の水域と我が国の水域に

またがって分布し、ロシアの漁船によっても採捕が行われていて我が国のみの管理では限界

があることから、同国との協調した管理に向けて取り組みつつ、当面は資源を減少させない

ようにすることを基本に、我が国水域への来遊量の年変動にも配慮しながら、管理を行うも

のとするとされている(農林水産省 2020)。当該資源は日本とロシア双方により漁獲されてい

るが、ロシア側の詳細な操業実態は不明である。また、その生態にも不明な点が多く、資源

評価に必要な情報は限定的であり、資源量推定や来遊予測は困難である。これらのことから、

当該資源については ABC の算定は行わず、参考値としての算定漁獲量を提示することとされ

てきた(千村ほか 2020)。TAC については、主たる生息水域が外国水域にあり、我が国水域へ

の来遊状況に年変動があることを考慮し、来遊状況が良好な場合に対応できる数量として、

近年の最大漁獲量を基に設定されてきた(水産庁 2020a)。改正漁業法下においても、漁獲シナ

リオは我が国の漁船による漁獲の状況を踏まえ我が国の操業水域に分布する資源の最適利用

が図られるよう漁獲を管理するとされ、漁獲可能量の算定は資源が良好な場合に対応できる

数量として近年の最大の漁獲量を考慮して漁獲可能量を算定する、とされている。順応的管

理の仕組みが部分的に導入されているとまでは評価できず、2 点を配点する。なお、ロシアの

漁獲量については情報が得られていないが、参考としてロシアが設定している「南クリル」

水域（ロシア連邦が設定している漁業海区名）における TAC の推移は、2006～2008 年は 10

千～12 千トンであったが、その後増加して 2011 年以降は 89 千～115 千トンの範囲で推移し

ている(石野ほか 2020)。2021 年の枠は 2020 年枠の 22%増の 116.7 千トンとなったとの報道

があった(水産経済新聞 2020)。 

1点 2点 3点 4点 5点 

モニタリング結果を漁業

管理の内容に反映する仕

組みがない 

. 順応的管理の仕組

みが部分的に導入

されている 

. 順応的管理が十分

に導入されている 

 

3.3 共同管理の取り組み 

3.3.1 集団行動 

3.3.1.1 資源利用者の特定 

 刺網は北海道知事許可漁業等であり、すべての漁業者は特定できる。5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

実質上なし 5-35% 35-70% 70-95% 実質上全部 
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3.3.1.2 漁業者組織への所属割合 

 刺網漁業者は沿海の漁業協同組合に所属し、上部組織は北海道漁業協同組合連合会、全国

漁業協同組合連合会である。すべての漁業者は漁業者団体に所属しており、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

実質上なし 5-35% 35-70% 70-95% 実質上全部 

 

3.3.1.3 漁業者組織の管理に対する影響力 

 国の資源管理指針や北海道資源管理指針(北海道 2019b)のもとに、羅臼漁業協同組合におい

てスケトウダラの刺網で資源管理計画が立てられ(水産庁 2019a)、休漁、減船、他種漁業への

転換、漁獲物制限、区域制限が実施されている。資源管理計画を作成するに当たってそれま

での漁業者組織の自主的な活動が生かされている(牧野 2009)。漁業者組織が管理に強い影響

力を有していると評価し、5 点を配分する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業者組織が存在しな

いか、管理に関する活

動を行っていない 

. 漁業者組織の漁業管

理活動は一定程度の

影響力を有している 

. 漁業者組織が管

理に強い影響力

を有している 

 

3.3.1.4 漁業者組織の経営や販売に関する活動 

 沿海漁業協同組合では地方卸売市場を付設し、あるいは卸売業者となっている(北海道

2020)。羅臼漁業協同組合では直販店、ネットショップの海鮮工房を運営し、スケトウダラが

特産品の一つになっている(北海道根室振興局 2019)。北海道漁業協同組合連合会は販売事業

を展開して国内外のマーケットへ北海道産水産物を安定供給している(北海道漁業協同組合

連合会 2020c)。このように、経営改善や流通販売に関する活動は漁業者組織で全面的に実施

されており、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業者組織がこれらの

活動を行っていない 

. 漁業者組織の一部が

活動を行っている 

. 漁業者組織が全面的

に活動を行っている 

 

3.3.2 関係者の関与 

3.3.2.1 自主的管理への漁業関係者の主体的参画 

 漁業管理に関する沿海漁業協同組合での理事会、総会、代表者による北海道漁業協同組合

連合会、全国漁業協同組合連合会の会議への出席がある。また羅臼漁業協同組合では減船等

の協議、漁海況や資源調査に関する関係機関との連携、禁漁区設定の検討に関する会合が行
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われてきた(北海道立総合研究機構水産研究本部 2013, 牧野 2009)。安全操業に関する打ち合

わせ等も必要である。北方四島周辺水域における日本漁船の操業条件について協議等する日

ロ政府間協議及び民間交渉には漁業者組織が参画している(水産庁 2019b)。全国漁業協同組合

連合会は TAC 対象種を中心に報告、質疑される全国資源評価会議に出席し、TAC 設定に関す

る意見交換会や資源評価情報説明会に出席する場合がある。具体的資料は乏しいが、年間 12

回以上の会議への出席があると考えられ、4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

なし 1-5日 6-11日 12-24日 1年に24日以上 

 

3.3.2.2 公的管理への漁業関係者の主体的参画 

 刺網を擁する羅臼漁業協同組合、根室漁業協同組合、歯舞漁業協同組合等の役員が根室海

区漁業調整委員会に(北海道根室振興局 2018)、北海道漁業協同組合連合会の役員が北海道連

合海区漁業調整委員会に参加している(北海道 2019c)。TAC 等について審議する水産政策審

議会資源管理分科会には沿海漁業協同組合、同組合連合会の上部団体である全国漁業協同組

合連合会の役員が委員として参画している(水産庁 2019c)。適切に参画していると評価し、5

点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

実質上なし . 形式的あるいは限定的に参画 . 適切に参画 

 

3.3.2.3 幅広い利害関係者の参画 

 漁業法により根室海区漁業調整委員会には知事選任公益代表が参画している(水産庁

2019d)。毎年の TAC の設定については、水産庁は水産政策審議会の意見を聴いて決定してお

り、その資料等は公開して、事前に漁業者、加工流通業者等の自由参加のもと、公開で議論

を行っている(水産庁 2020b)。TAC 等について審議する水産政策審議会資源管理分科会には

特別委員として水産や港湾の海事産業で働く船員等で組織する労働組合、水産物持続的利用

のコンサルタント、大学研究者等から参画している(水産庁 2019c)。適切に参画していると評

価し、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁業者以外の利害関係

者は存在するが、実質

上関与していない 

. 主要な利害関係者

が部分的・限定的

に関与している 

. 漁業者以外の利害関係者が存在

しないか、ほぼすべての主要な

利害関係者が効果的に関与 
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3.3.2.4 管理施策の意思決定 

 改正漁業法のもとで利害関係者を含めた資源管理方針に関する検討会が開催されているが

漁獲シナリオ等に関しての水産庁提示案について出席者の議論はなされていない。幅広い利

害関係者を含む水産政策審議会が TAC 設定等を審議してきているが過年の議論は限定的で

あり、資源管理基本方針を議論した水産政策審議会資源管理分科会の議事録はまだ 2021 年 3

月現在公開されていない。以上より意思決定機構は存在するが協議は十分でない部分がある

と評価し、4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

意思決定機

構が存在せ

ず、施策に

関する協議

もなされて

いない 

特定の関係者を

メンバーとする

意思決定機構は

存在するが、協

議は十分に行わ

れていない 

特定の関係者をメ

ンバーとする意思

決定機構は存在

し、施策の決定と

目標の見直しがな

されている 

利害関係者を構

成メンバーとす

る意思決定機構

は存在するが、

協議が十分でな

い部分がある 

利害関係者を構成

メンバーとする意

思決定機構が存在

し、施策の決定と

目標の見直しが十

分になされている 

 

3.3.2.5 種苗放流事業の費用負担への理解 

 本種については大規模な種苗放流は行われていないため、本項目は評価しない。 

1点 2点 3点 4点 5点 

コストに関する透明性

は低く、受益者の公平

な負担に関する検討は

行われていない 

. 受益者の公平な負担につ

いて検討がなされている

か、あるいは、一定の負

担がなされている 

. コストに関する

透明性が高く、

受益者が公平に

負担している 
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4．地域の持続性 

概要 
漁業生産の状況(4.1) 

 根室海峡のスケトウダラは、根室振興局の刺網漁業(以下、刺網)で大部分が獲られている。

漁業収入はやや低位で推移していた(4.1.1.1 2 点)。収益率と漁業関係資産のトレンドについ

ては、全国平均値の会社経営体のデータを用いた結果、4.1.1.2 は 5 点と高く、4.1.1.3 は 2 点

とやや低かった。経営の安定性については、収入の安定性は 3 点と中程度で、漁獲量の安定

性は 5 点と高かった。漁業者団体の財政状況は 5 点と高かった。操業の安全性は 5 点と高か

った。地域雇用への貢献は高いと判断された(4.1.3.2 5 点)。労働条件の公平性については、

漁業で特段の問題はなかった(4.1.3.3 3 点)。 

加工・流通の状況(4.2) 

 買受人は各市場とも取扱数量の多寡に応じた人数となっており、セリ取引、入札取引によ

る競争原理は概ね働いている(4.2.1.1 5 点)。取引の公平性は確保されている(4.2.1.2 5 点)。

関税は冷凍は基本が 10%であるが、各種の優遇措置を設けている(4.2.1.3 3 点)。卸売市場整

備計画により衛生管理が徹底されている(4.2.2.1 5 点)。仕向けは鮮魚用及び中～高級加工用

である(4.2.2.2 4 点)。労働条件の公平性も特段の問題はなかった(4.2.3.3 3 点)。以上より、

本地域の加工流通業の持続性は概ね高いと評価できる。 

地域の状況(4.3) 

 先進技術導入と普及指導活動は行われており(4.3.1.2 5 点)、物流システムは整っていた

(4.3.1.3 5 点)。地域の住みやすさは全体平均で 2 点であった(4.3.2.1)。水産業関係者の所得水

準はやや高い(4.3.2.2 4 点)。漁具漁法及び加工流通技術における地域文化の継続性は高い

(4.3.3.1 及び 4.3.3.2 5 点)。 

 

評価範囲 
① 評価対象漁業の特定 

 その他刺網 

② 評価対象都道府県の特定 

 北海道(根室振興局) 

③ 評価対象漁業に関する情報の集約と記述 

 評価対象都道府県における水産業ならびに関連産業について、以下の情報や、その他後述
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する必要な情報を集約する。 

1) 漁業種類、制限等に関する基礎情報 

2) 過去 11 年分の年別水揚げ量、水揚げ額 

3) 漁業関係資産 

4) 資本収益率 

5) 水産業関係者の地域平均と比較した年収 

6) 地域の住みやすさ 
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4.1 漁業生産の状況 

4.1.1 漁業関係資産 

4.1.1.1 漁業収入のトレンド 

 漁業収入の傾向として、4.1.2.1 で算出したスケトウダラ漁獲金額データを利用した。過去

9 年のうち上位 3 年間の各漁業による漁獲金額の平均と昨年の漁獲金額の比率を算出したと

ころ、その他の刺網(根室)は 0.57 となった。以上より 2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

50%未満 50-70% 70-85% 85-95% 95%を超える 

 

4.1.1.2 収益率のトレンド 

 漁業経営調査報告(農林水産省 2010～2019)には、漁業種類別かつ都道府県別のデータはな

いため、漁業種類別のデータを用いて分析を実施する。北海道立総合研究機構によると、根

室海峡のスケトウダラ刺網漁船は３～20 トンなので(北海道立総合研究機構 2013)、漁業経営

調査の個人経営体統計の刺網 3～5 トン、5～10 トン、10～20 トンの各漁船トン数階層の収益

率のトレンドはそれぞれ 63%、135%、121%でいずれも 5 点となることから、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

0.1未満 0.1-0.13 0.13-0.2 0.2-0.4 0.4以上 

 

4.1.1.3 漁業関係資産のトレンド 

 漁業経営調査報告(農林水産省 2010～2019)には、漁業種類別かつ都道府県別のデータはな

いため、漁業種類別のデータを用いて分析を実施する。北海道立総合研究機構によると、根

室海峡のスケトウダラ刺網漁船は３～20 トンなので(北海道立総合研究機構 2013)、漁業経営

調査の個人経営体統計の刺網 3～5 トン、5～10 トン、10～20 トンの各漁船トン数階層の漁業

関係資産のトレンドはそれぞれ 59%で２点、49%で 1 点、73%で 3 点となる。平均して 2 点

を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

50%未満 50-70% 70-85% 85-95% 95%を超える 

 

4.1.2 経営の安定性 

4.1.2.1 収入の安定性 

 漁業種類ごとの漁獲金額が公表されていないことから、農林水産省の漁業・養殖業生産統

計(農林水産省 2020a)より、各振興局のスケトウダラ総漁獲量に占める評価対象漁業種類によ

る漁獲量の割合を年別で算出し、これを北海道水産現勢(北海道 2020a)に記載されている各振
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興局の魚種別漁業生産額に乗じることにより、支庁別漁業種類別のスケトウダラ漁獲金額を

求めた。最近 9 年間(2006～2015 年、ただし 2010 年はデータが入手できなかったため除く)の

同漁業におけるスケトウダラ漁獲金額の安定性を評価した。9 年間の平均漁獲金額とその標

準偏差の比率を求めたところ、その他刺網(根室)は 0.36 となり 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1以上 0.40-1 0.22-0.40 0.15-0.22 0.15未満 

 

4.1.2.2 漁獲量の安定性 

 4.1.2.1 と同様、農林水産省の漁業・養殖業生産統計を参照し(農林水産省 2020a)、最近 9 年

間(2006～2015 年、ただし 2010 年はデータが入手できなかったため除く)の関係県の各漁業の

スケトウダラ漁獲量の安定性を評価した。各漁業について 9 年間の平均漁獲量とその標準偏

差の比率を求めたところ、その他刺網(根室)は 0.13 となり 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1以上 0.40-1 0.22-0.40 0.15-0.22 0.15未満 

 

4.1.2.3 漁業者団体の財政状況 

 その他刺網の経営体は、主に沿海漁協に所属している。北海道の沿海漁協の経常利益(都道

府県単位)は黒字であった(農林水産省 2020b)。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

経常収支は赤字となってい

るか、または情報は得られ

ないため判断ができない 

. 経常収支はほぼ

均衡している 

. 経常利益が黒字

になっている 

 

4.1.3 就労状況 

4.1.3.1 操業の安全性 

 2019 年の北海道の水産業における労働災害及び船舶事故による死亡者数のうち、評価対象

漁業における事故であることが特定されたか、もしくは、評価対象漁業である可能性を否定

できない死亡者数は 0 人であった(厚生労働省北海道労働局 2020, 運輸安全委員会 2020)。し

たがって、1,000 人当たり年間死亡者数は、0 人となり 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1,000人漁期当たりの死

亡事故1.0人を超える 

0.75-1.0人 0.5-0.75人 0.25-0.5人 1,000人漁期当たりの

死亡事故0.25人未満 
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4.1.3.2 地域雇用への貢献 

 水産業協同組合は当該漁業の所在地に住所を構えなければならないことを法的に定義づけ

られており(水産業協同組合法第 1 章第 5 条)、またその組合員も当該地域に居住する必要が

ある(同法第 2 章第 18 条)。そして漁業生産組合で構成される連合会も当該地区内に住居を構

える必要がある(同法第 4 章第 88 条)。法務省ほか(2017)によれば、技能実習制度を活用した

外国人労働者についても、船上において漁業を行う場合、その人数は実習生を除く乗組員の

人数を超えてはならないと定められている。北海道根室海峡には、根室を始めとする全国有

数の漁業基地が存在しており、同地域の基幹産業である水産加工関連産業の持続的発展が期

待できる。以上から、評価対象漁業は地域雇用に貢献しているものと判断し、5 点を配する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

事実上いない 5-35% 35-70% 70-95% 95-100% 

 

4.1.3.3 労働条件の公平性 

 労働基準関係法令違反により 2020 年 2 月 29 日現在で公表されている北海道の送検事案の

件数は 0 件であった(セルフキャリアデザイン協会 2020)。スケトウダラ漁業における労働条

件の公平性は比較的高いと考えられることから、3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

一部被雇用者のみ待遇が

極端に悪い、あるいは、

問題が報告されている 

. 能力給、歩合制を除き、被雇用

者によって待遇が極端には違わ

ず、問題も報告されていない 

. 待遇が公平

である 

 

4.2 加工・流通の状況 

4.2.1 市場の価格形成 

 ここでは各水揚げ港(産地市場)での価格形成の状況を評価する。 

4.2.1.1 買受人の数 

 北海道には 90 か所の魚市場がある。このうち、年間取扱量が 1 万トン以上の市場が 42 市

場あり、全体の約 47%を占めている。一方、年間取扱量が 1,000 トン未満の市場は 15 市場あ

り、全体の 17%を占める。買受人数に着目すると、50 人以上登録されている市場が 23 市場、

20～50 人未満の登録が 43 市場、10～20 人未満の登録が 17 市場ある。一方 10 人未満の小規

模市場は 7 市場にとどまる(農林水産省 2020c)。セリ取引、入札取引において競争の原理は働

いており、公正な価格形成が行われていると考えられることから、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる情報はない . 少数の買受人が存在する . 多数の買受人が存在する 
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4.2.1.2 市場情報の入手可能性 

 2020 年 6 月 21 日に改正された卸売市場法が施行された。この第 4 条第 5 項により、業務

規程により定められている遵守事項として、取扱品目その他売買取引の条件を公表すること

とされ、また、卸売りの数量及び価格その他の売買取引の結果等を定期的に公表することと

された。また、従来規定されていた、「各都道府県卸売市場整備計画」に係る法の委任規定が

削除されたことから、これまで各都道府県が作成していた卸売市場整備計画を廃止する動き

もあるが、これまで整備計画で定められていた事項は引き続き守られていくと考えられる。

北海道が作成している卸売市場整備計画では、施設の整備、安全性確保、人の確保等と並ん

で、取引の公平性・競争性の確保が記載されている(北海道 2016)。水揚げ情報、入荷情報、

セリ・入札の開始時間、売り場情報については公の場に掲示されるとともに、買受人の事務

所に電話・ファックス等を使って連絡されるなど、市場情報は買受人に公平に伝達されてい

る。これによりセリ取引、入札取引において競争の原理が働き、公正な価格形成が行われて

いると考えられることから、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

利用できる

情報はない 

. 信頼できる価格と量の情報が、次の市

場が開く前に明らかになり利用できる 

. 正確な価格と量の情

報を随時利用できる 

 

4.2.1.3 貿易の機会 

 2020 年 4 月 1 日時点でのスケトウダラの実効輸入関税率は基本 10%であるが、WTO 協定

を締結しているものに対しては 6%(卵及びすり身)となっており、また TPP11 あるいは経済連

携協定を結んでいる国は無税(卵・すり身)もしくは優遇された関税率(4～8.8%)となっている

(日本税関 2020)。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

貿易の機会を与

えられていない 

. 何らかの規制により公正

な競争になっていない 

. 実質、世界的な競争市場に規

制なく参入することが出来る 

 

4.2.2 付加価値の創出 

 ここでは加工流通業により、水揚げされた漁獲物の付加価値が創出される状況を評価する。 

4.2.2.1 衛生管理 

 北海道では、「北海道卸売市場整備計画(第 10 次) (北海道 2016)」に則り、北海道内の産地

卸売市場及び小規模市場の衛生状態は、県及び市町村が定める衛生基準に照らして管理され

ている。また、食品の安全性を確保するための自主的管理認証制度として、「北海道 HACCP

自主衛生管理認証(北海道 2020b)」や「道産食品独自認証制度(きらりっぷ)(北海道 2020c)」を
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制定しており、「札幌市食品衛生管理認証制度(さっぽろ HACCP)(札幌市 2016)」や「札幌市

HACCP 型衛生管理導入評価制度(札幌市 2020)」など、市町村の衛生基準に基づく衛生管理が

徹底されている。以上より 5 点を配点する。なお、2018 年 6 月 13 日に食品衛生法等の一部

が改正され、すべての食品等事業者を対象に HACCP に沿った衛生管理に取り組むこととな

ったため、今後、自主的管理認証制度についての取扱が変更される場合もあると思われる。 

1点 2点 3点 4点 5点 

衛生管理が不十分で問題

を頻繁に起こしている 

. 日本の衛生管理基

準を満たしている 

. 高度な衛生管理

を行っている 

 

4.2.2.2 利用形態 

 卵巣は塩漬けにして「タラコ」や「明太子」に利用され、身は主に練りもの製品の原料とな

るすり身に加工されている(北海道 2018)。また、羅臼の漁港(産地市場)に水揚げされた産地価

格は 176 円/kg であった(農林水産省 2020b)。卵巣は中～高級加工原料と位置づけられ、また

羅臼の「スケトウダラ」は身に透明感があり鮮度が良く、刺身や寒干しにしたものに人気が

ある。成熟したオスのタチ(白子)は鍋物やみそ汁に、メスのタラコは鍋や醤油漬けにしても楽

しむことができる、とある(北海道根室振興局 2020)。当該地域のラウンド(卵巣も含む全体)の

価格は北海道内や三陸の他産地より数倍高く、大衆～高級加工原料、鮮魚として利用されて

いると考えられることから、4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

魚粉/動物用餌/

餌料 

. 中級消費用(冷凍、大

衆加工品) 

. 高級消費用(活魚、鮮

魚、高級加工品) 

 

4.2.3 就労状況 

4.2.3.1 労働の安全性 

 平成 30 年の北海道の水産食料品製造業における労働災害による死傷者数は 196 人であっ

た(厚生労働省 2019a)。北海道の水産関連の食料品製造業従事者数は、利用可能な最新のデー

タ(平成 30 年)では 25,588 人であった(経済産業省 2019)。したがって、1,000 人当たり年間死

傷数は 7.66 人となり、1 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

1,000人年当たりの

死傷者7人を超える 

7人未満6人以上 6人未満4人以上 4人未満3人以上 1,000人年当たり

の死傷者3人未満 
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4.2.3.2 地域雇用への貢献 

 2018 年漁業センサスによれば、北海道根室振興局における水産加工会社数 76 は、全国平

均 155 の約 49%であった(農林水産省 2020d)。この数字は全都道府県の加工会社数の平均の

半数に近く、単一の振興局の値としては、流通加工業が地域経済の活性化に貢献していると

いえる。以上より 2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

0.3未満 0.3以上0.5未満 0.5以上1未満 1以上2未満 2以上 

 

4.2.3.3 労働条件の公平性 

 労働基準関係法令違反により 2020 年 2 月 29 日現在で公表されている北海道の送検事案の

件数は 0 件であった(セルフキャリアデザイン協会 2020)。スケトウダラに関わる加工・流通

業における労働条件の公平性は比較的高いと考えられる。以上より 3 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

一部被雇用者のみ待遇が

極端に悪い、あるいは、

問題が報告されている 

. 能力給、歩合制を除き、被雇用

者によって待遇が極端には違わ

ず、問題も報告されていない 

. 待遇が公平

である 

 

4.3 地域の状況 

4.3.1 水産インフラストラクチャ 

4.3.1.1 製氷施設、冷凍・冷蔵施設の整備状況 

 スケトウダラ根室海峡を漁獲する北海道内の市町村における冷凍・冷蔵倉庫数は 61 工場あ

り、冷蔵能力は 57,476 トン(冷蔵能力を有する 1 工場当たり 942 トン)、1 日当たり凍結能力

3,348 トン、冷凍能力を有する 1 工場当たり 1 日当たり凍結能力 54.9 トンである(農林水産省 

2020d)。好不漁によって地域間の需給アンバランスが発生することもあるが、商行為を通じて

地域間の調整は取れている。地域内における冷凍・冷蔵能力は水揚げ量に対する必要量を満

たしていると考えられることから、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

氷の量

は非常

に制限

される 

氷は利用できるが、

供給量は限られ、し

ばしば再利用される

か、溶けかけた状態

で使用される 

氷は限られた

形と量で利用

でき、最も高

価な漁獲物の

みに供給する 

氷は、いろいろな形で

利用でき、氷が必要な

すべての魚に対して新

鮮な氷で覆う量を供給

する能力がある 

漁港において氷

がいろいろな形

で利用でき、冷

凍設備も整備さ

れている 
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4.3.1.2 先進技術導入と普及指導活動 

 羅臼漁協では、その他の刺網において刺網漁業者が操業日誌調査、スケウトウダラ資源に

関する勉強会を実施することによって、漁獲報告による情報交換、網数制限等が遵守されて

いる(石田 1998)。また、羅臼地区地域水産業再生委員会では、通常の海水よりも水温が低い

海洋深層水を使用し、水揚げから出荷までの低温管理を徹底することによって、鮮度管理及

び衛生管理の徹底ならびに、漁獲物運搬時の氷使用数量の削減に取り組んでいる(羅臼地区地

域水産業再生委員会 2019)。積極的な先進技術導入と普及活動が行われていることから 5 点

を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

普及指導活動が

行われていない 

. 普及指導活動が部分的

にしか行われていない 

. 普及指導活動が行われ、最

新の技術が採用されている 

 

4.3.1.3 物流システム 

 Google Map により北海道根室海峡沿岸でスケトウダラを主に水揚げしている漁港から地方、

中央卸売市場、貿易港、空港等の地点までかかる時間を検索すると、幹線道路を使えば複数

の主要漁港から中央卸売市場への所要時間は 2 時間半前後であり、ほとんどの漁港から地方

卸売市場までは 1 時間前後で到着できる。また空港、貿易港までも 2 時間以内に到着可能で

あり、経営戦略として自ら貿易の選択肢を選ぶことも可能である。以上より 5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

主要物流ハブ

へのアクセス

がない 

. 貿易港、空港のいずれかが近

くにある、もしくはそこへ至

る高速道路が近くにある 

. 貿易港、空港のいずれもが近

くにある、もしくはそこへ至

る高速道路が近くにある 

 

4.3.2 生活環境 

4.3.2.1 地域の住みやすさ 

 地域の住みやすさの指標となる、「住みよさランキング」(東洋経済新報社 2019)による住み

よさ偏差値をスケトウダラ根室海峡を漁獲する評価対象沿海市の平均値を用いて評価した。

関連する市の平均値は 48.90 であり、2 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が47以

下 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が47－

49 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が49－

51 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が51－

53 

「住みよさラン

キング」総合評

価偏差値が53以

上 
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4.3.2.2 水産業関係者の所得水準 

 北海道の平均値による所得水準は、持代(歩)数 1.0 の従業員 1 人あたり月給が、その他刺網

で 427,414 円であった(国土交通省 2019)。これに対して、北海道の企業規模 10～99 人の男性

平均値月給 337,500 円(厚生労働省 2019b)と比較すると、その他刺網 4 点となる。また国税庁

の 2018 年度「民間給与実態統計調査結果」第 7 表企業規模別及び給与階級別の給与所得者

数・給与額(役員)によると、全国の資本金 2,000 万円未満の企業役員の平均月給与額は 504,167

円となっており(国税庁 2019)、船員労働統計では全国平均の(実際には北海道と千葉県だけの

平均値)その他刺網役員の持代(歩)数は 1.72 となっているため、月給は 735,152 円(4 点)となる

(国土交通省 2019)。以上により 4 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

所得が地域平

均の半分未満 

所得が地域平

均の50-90% 

所得が地域平均

の上下10%以内 

所得が地域平均

を10-50%超える 

所得が地域平均

を50%以上超える 

 

4.3.3 地域文化の継承 

4.3.3.1 漁具漁法における地域文化の継続性 

 根室海峡の羅臼地区では、戦前から刺網やはえ縄によってスケトウダラを漁獲していた(羅

臼漁業協同組合 1999)。漁獲量は 1960 年代後半から 80 年代にかけて多かったが、1990 年代

に入って急減し、その後は低水準である(辻 1978, 千村ほか 2020)。現在も根室海峡では主に

羅臼地区で産卵期を中心として刺網やはえ縄によりスケトウダラを漁獲している(志田 2003, 

千村ほか 2020)。北海道海面漁業調整規則に基づく許可制度等の規制措置に加え、知床地区の

世界自然遺産への登録に関連して制定された「多利用型統合的海域管理計画」の中でも言及

されている地元漁業協同組合を中心とした漁具規制や出漁隻数の制限、禁漁区の設定といっ

た努力量抑制等の自主的管理措置の導入が図られており、漁業を継続できる環境を維持する

ための取り組みが行われている(北海道 2020d)。これらの経緯は、伝統的な漁具漁法を継承し

てきた地域の漁業を示しており、5 点を配点する。 

1点 2点 3点 4点 5点 

漁具・漁法

に地域の特

徴はない 

. 地域に特徴的な、あるいは伝統的

な漁具・漁法は既に消滅したが、

復活保存の努力がされている 

. 地域に特徴的な、あるいは

伝統的な漁具・漁法により

漁業がおこなわれている 

 

4.3.3.2 加工流通技術における地域文化の継続性 

根室海峡に面したこの地域には、国が指定する標津遺跡群や羅臼町で発掘されたトビニタ

イ遺跡等が残されており、オホーツク文化、擦文文化、トビニタイ文化を経て、アイヌ文化

の形成に至る歴史を解明する手掛かりとなる重要な史跡群とされている(文化庁 2020)。しか
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しながら、その食文化は、萩中(1992)によれば、「アイヌは昭和初期ともなると、まつり等の

行事のほかは、ほとんど和人と変わらない食生活を送っていて、アイヌの特色を生かした食

文化を記録するのは難しい」状況であり、スケトウダラに関しては、主に干して塩や魚脂・

獣脂で味つけした汁物等にして食べられていたという記述があるに過ぎない(畑井 1992)。 

 現在では、スケトウダラは主に練り製品の原料となるすり身に加工されている。カニ風味

かまぼこやソーセージ等の練り製品の原料として広く利用されており、スケトウダラのすり

身は海外でも<surimi>と呼ばれる(河野ほか 1999)。鮮度低下が早く、冷凍すると肉質が変化す

る冷凍変成を起こすため、練り製品の原料には向かなかったが、1960 年に北海道立水産試験

場が開発した冷凍すり身化技術が、この冷凍変成の問題をほぼ完全に解決し、練り製品原料

としてのスケトウダラ利用の道を開いた。この技術でスケトウダラの長期貯蔵と大量処理が

可能となり、漁獲量も飛躍的に増大した(志田 2003)。 

 すり身以外の加工品としては、卵巣を塩漬けにした<タラコ>があり、全国的に普及してい

る。タラコが生産されるようになったきっかけは、マダラが不漁の際にスケトウダラが漁獲

され、身肉の大半は肥飼料に利用されたが、橙黄色をした卵巣のほうも食品化の試みがなさ

れたことで、大正時代ごろから塩蔵品が市場に出回るようになった。しかし、鮮度が落ちて

くると色がくすんだ桃色に変わってしまうため、食用色素を加えて紅色に着色することが考

案され、<紅葉子>または<旭子>の商品名で出荷されるようになり、現在の製品とほぼ同様の

形態となったといわれている(河野ほか 1999)。 

雄の精巣は白子料理として、多くは吸い物や味噌汁、鍋物に入れて食すことが伝統になっ

ており、白子を丸ごと入れた味噌汁が「たちの味噌汁」で、北海道では冬の定番料理となっ

ている。スケトウダラの白子である「すけだち」は晩秋ごろからスーパーマーケット等の店

頭に並び、手ごろな価格で手に入れることができる(農林水産省 2020e)。 

 北海道ではマダラよりもスケトウダラの評価が高く、「甘味が強く、ルイベでも煮つけても

まだらより旨い」の声もある。代表的な郷土料理の三平汁にも使われるし(農林水産省 2020f)、

ちゃんちゃん焼きや、大根・里芋等と一緒に薄い醤油味で煮つけて食べる(井田ほか 2004)。

新鮮なものは刺身でも美味だが、寄生虫がいることがあるのでルイベにする。ルイベはアイ

ヌ語の“溶ける”を意味する「ル」と“食料”を意味する“イペ”を合わせた「ルイペ」が語

源といわれている(農林水産省 2020g)。 

その他の加工品には素干し品があり、斜里町では 1 月上旬～4 月中旬ごろまで、屋外にや

ぐらを組んで、羅臼産を中心とした北海道産スケトウダラを天日干しにして乾燥させる。寒

風に晒し、天日に干すことで旨味を凝縮させる。主に珍味や甘露煮の加工用として東北地方

に出荷される(北海道新聞 2018)。以上の経緯は伝統的な加工調理法を継承しつつ発展してき

たことを示しており、5点を配点する。 
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1点 2点 3点 4点 5点 

加工・流通技術

で地域に特徴的

な、または伝統

的なものはない 

. 地域に特徴的な、あるいは

伝統的な加工・流通技術は

既に消滅したが、復活保存

の努力がされている 

. 特徴的な、あるいは

伝統的な加工・流通

がおこなわれている

地域が複数ある 
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5．健康と安全・安心 

5.1 栄養機能 

5.1.1 栄養成分 

 スケトウダラの栄養成分は、表のとおりである(文部科学省 2016)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.1.2 機能性成分 

5.1.2.1 ビタミン 

 スケトウダラの肝臓に含まれる肝油にはビタミン A と D が多く、ビタミン A は視覚障害
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の予防に効果があり、ビタミン D は骨の主成分であるカルシウムやリンの吸収に関与してい

る(大日本水産会 1999)。 

 

5.1.2.2 タウリン 

 スケトウダラには、可食部 100g 中に約 100mg 含まれている(小沢ほか 1984)。アミノ酸の

一種で、動脈硬化予防、心疾患予防、胆石予防、貧血予防、肝臓の解毒作用の強化、視力の回

復等の効果がある(水産庁 2014)。 

 

5.1.2.3 タンパク質 

 近年、スケトウダラのタンパク質には、筋肉増加効果が著しいことが報告されている(日本

水産 2020)。 

 

5.1.3 旬と目利きアドバイス 

5.1.3.1 旬 

 スケトウダラの旬は 12 月～翌年 2 月である(多紀ほか 1999)。 

 

5.1.3.2 目利きアドバイス 

 鮮度が良いものは、以下の特徴があり目利きのポイントとなる。 

①体表の光沢が良く、斑点や模様が鮮やかである。②鱗がはがれていない。③目が澄んでい

る。④鰓が鮮やかな赤色である。⑤臭いがしない。⑥腹部がかたくしっかりしていて、肛門

から内容物が出ていない(須山・鴻巣 1987)。 

 

5.2 検査体制 

5.2.1 食材として供する際の留意点 

5.2.1.1 生食におけるアニサキス感染 

 スケトウダラにはアニサキス幼虫が寄生していることがある(Konishi & Sakurai 2002)。アニ

サキス幼虫は、摂餌等の際に口から入り、消化管から腹腔内へ移動して、内臓表面に寄生す

るが、魚の死後、筋肉へ移動して筋肉内に寄生する。刺身等の生食の際にアニサキス幼虫が

取り込まれると、まれに消化管に食い込むことで、急性または慢性の腹痛、嘔吐、下痢等が

引き起こることがある(アニサキス症という)。 

 予防には、①新鮮な魚を用いる、②内臓を速やかに取り除く、③目視で確認し、アニサキ
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ス幼虫を取り除く、④生の内臓を提供しない、⑤加熱(70℃以上で死滅)及び冷凍(-20℃で 24

時間冷凍することで感染性を失う)することが有効である(厚生労働省 2017)。 

 

5.2.1.2 鮮度低下による品質劣化 

 スケトウダラは鮮度低下が早いため、刺身等は現地で獲れたてのものを使用しなければな

らない(上記のとおり、刺身等の生食にはアニサキス感染に注意が必要である)。魚肉中にトリ

メチルアミンオキシド(TMAO)が多く含まれ、鮮度低下により、トリメチルアミンに分解し、

魚臭を発生する。 

 

5.2.1.3 冷凍魚肉のスポンジ化 

スケトウダラの全魚体またはフィレーを凍結貯蔵して解凍したとき、肉質が水を含んだ多

孔質のものになるスポンジ化が起こりやすい。これは、スケトウダラの筋肉は窒素ガスを多

く含み、凍結過程で窒素ガスが膨張する。さらに、筋肉内に多量に含まれるトリメチルアミ

ンオキシドが凍結保管中に酵素作用によりホルムアルデヒドを生成する。この反応により筋

肉はホルムアルデヒド硬化してゴム状となりスポンジ化する。スケトウダラの保管には-40℃

程度の低温が望ましい(福田 2010)。 

 

5.2.2 流通における衛生検査および関係法令 

 生食用生鮮魚介類では、食品衛生法第 11 条より、腸炎ビブリオ最確数が 100/g 以下と成分

規格が定められている。 

 

5.2.3 特定の水産物に対して実施されている検査や中毒対策 

本種に特に該当する検査は存在しない。 

 

5.2.4 検査で陽性となった場合の処置・対応 

市場に流通した水産物について、貝毒や腸炎ビブリオ最確数において、基準値を超えると食

品衛生法第 6 条違反となる(昭和 55 年 7 月 1 日，環乳第 29 号)。 

 

5.2.5 家庭で調理する際等の留意点 

5.2.5.1 アニサキス感染防止 

 新鮮なものを選び、内臓を速やかに除去する。刺身用として販売されていないものの生食

はしない。内臓の生食はしない。目視で確認し、アニサキス幼虫を除去する(厚生労働省 2017)。 
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5.2.5 2 品質劣化の防止 

 新鮮なものを選び、低温管理を徹底する。購入後は、なるべく早く調理する。冷凍品もな

るべく早く消費する。 
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